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横浜は現場主義、生活主義、元気主義！ 

～安心と活力をともに生み出す～ 
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はじめに 
横浜は現場主義、生活主義、元気主義！ ～安心と活力をともに生み出す～ 

 

このたび、平成 22 年度の予算案をとりまとめました。経済環境の急激な変化や少子高齢

化の進展などにより、様々な影響や不安が市民生活にひろがっています。だからこそ、生

活の現場で今何が必要とされているのかをしっかり感じ取り、小さな取組であっても、生

活の大きな安心を実現させる。そして、市内経済を支え、地域の元気を生み出す。この両

輪で進めていくという強い思いを形にしました。日々の暮らしが良い方向に変わってきた、

と市民のみなさんに実感していただけるよう、着実かつ大胆に取り組んでまいります。 

予算案のポイントは次のとおりです。 

 

ポイント１【緊急的な状況への迅速な取組】 

安心して生み育てられる横浜を、今すぐにでも実現したい。待機児童の激増、出産場所

や万が一のときの受け入れ先がみつからない、そんな状況を一刻も早く解消するため、保

育所待機児童の解消、産科・小児医療、救急医療体制の充実に向けて、第一線で働く職員

によるプロジェクトチームで検討を重ね、子育て支援を充実させました。そして、きめ細

かな教育の推進のために、いじめや不登校など多様な課題に組織的に取り組む体制を整え

るとともに、円滑な学級運営のための学校支援を拡充することにしました。 

社会経済情勢が厳しい中で、その影響をまともに受け、本当にご苦労なさりながら、事

業を営む方たち、そこで働く方たちをしっかりご支援することも、今すぐ取り組むべき、

切実な課題です。そこで、緊急経済対策として、市内中小企業への融資や雇用創出の充実

などを進めます。道路や学校の修繕、公園再整備など社会資本の長寿命化にも取り組み、

市内経済の下支えをしていきます。 

 

ポイント２【地域での安心した生活の実現】  

横浜で暮らす誰もが、地域でのつながりを大切に、安心して暮らしていけるよう、「将来

にわたるあんしん施策」など生活に密着した施策を着実に進めます。「高齢になっても、障

害があっても地域で生き生きと暮らしたい」これは、市役所を飛び出し、現場を歩き回っ

た中で、最も切実で多くの方が期待していることでした。そこで、着工を先送りしていた

一部の地域ケアプラザやコミュニティハウスの整備、地域療育センターの基本設計、重症

心身障害児施設整備に向けた調査をスタートさせます。新型インフルエンザなどの対策や

食の安全を守る機能充実に向けて、衛生研究所の再整備にも着手することにしました。 
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ポイント３【元気な横浜であるために】 

まず、足元の地域経済が活性化すること。これがあって、将来の横浜は元気になるので

す。人と人がつながり、町を元気にする「商店街」の活性化を応援します。羽田空港国際

化やＡＰＥＣ横浜開催を絶好の機会として最大限活用し、観光・コンベンション、企業誘

致を強力に進めていきます。横浜の魅力をタイムリーにアピールし、新たなビジネスや雇

用のチャンスがあふれるまちにしていきます。 

将来の横浜を元気にするための投資も着実に進めます。戦略的な企業誘致や環境分野の

産業振興を促進するとともに、中長期的な視点に立ち、「横浜港のハブポート化」「横浜駅

周辺大改造計画」を進めます。また、脱温暖化の一層の推進など環境に負荷をかけないま

ちづくりや、身近な地域・元気づくりの推進など多様な地域づくりに取り組んでいきます。 

 

ポイント４【財政健全性の維持】 

  財政状況がいかに厳しくても、必要な市民サービスを簡単にはやめない、という覚悟で

臨んだ予算編成でした。そのために、約 530 億円という、ここ数年で最大の収支不足をい

かに乗り切るか、この 4 か月間、議論に議論を重ね、全庁的な「しごと改革」に、職員一

丸となって徹底して取り組み、例年以上の成果を出しました。 

日々の暮らしに軸足をおいた市民サービスの提供と、財政健全性の維持を両立させるた

め、思いきった内部経費の切り込みや事業の見直しに加え、緊急避難的な対応策として市

債発行額を増やすことを決断いたしました。 

今後とも更に厳しい財政状況を覚悟し、これまで以上に改善・改革の取組をアタリマエ

のこととし、新たな歳入確保や事業の抜本的な見直しも進めていきます。そして、将来世

代の負担増につながらないよう、中長期的な視点をもって、市政を運営していきます。 

 

昨日よりも今日、今日よりも明日と、市民のみなさんの暮らしが充実するように、その

ことに何よりも重きをおいた予算案としました。一人ひとりの市民のみなさんの力とつな

がりが、開港以来培われた横浜の財産です。そのエネルギーと絆を一層強いものとして、

明るい未来をともに創っていきましょう。 

 

 

平成 22 年 2 月 4 日 



 

１ 予算案の概要                                 
 

４ 

 

（１） ２２年度予算案で取り組む施策事業                                 
 
22 年度の予算案では、厳しい状況にあっても、生活の安心の実現と地域の元気を生み出

すことを両輪として、昨年 10 月に公表した「市政運営の基本的な考え方」の５つの方向性

に沿った取組を着実に推進します。まず、市民の暮らしの充実のため、喫緊の課題である

「子育て支援」を緊急的取組として、市長直轄の課題対応プロジェクトが提案した取組な 
 
  
 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域子育て支援、医療、教育の質の向上など、 

 安心して子どもを生み育てるための取組をす 

 すめます。          10 ページ～ 

         

        市内中小企業への融資や雇用の創造など、現下の厳しい経済状況に 

        対応し、市民生活と市内経済を守ります。 

              

 
 
 
●保育所待機児童の解消 

 保育所整備に加え、今あ 

 る施設や施策を柔軟に活 

 用した多様な施策の展開 

 

●産科・小児医療、救急医 

 療体制の充実 

 産科病床設置促進、救急 

 医療体制の強化、相談体 

 制の充実など、安心して 

 生み育てられる体制整備 

 

●きめ細かな教育の推進 

 子どもに関する多様な課 

 題に組織的に取り組む体 

 制整備、円滑な学級運営 

 などのための学校支援の 

 拡充 

       ７ページ～  

方向性１ 市民の暮らしの充実 

 高齢者や障害者が生き生きと暮らすことができ 

 る取組や、誰もが身近な地域で安心して暮らす 

 ことができる取組をすすめます。11 ページ～ 

 あらゆる施策に脱温暖化の視点を取り入れてい 

 くなど、先駆けとなる環境行動の取組をすすめ 

 ます。            14 ページ～ 

 魅力ある都市づくりに向けた取組や、市内経済 

 の元気につなげる取組をすすめます。 

                16 ページ～ 

方向性２ 現場目線でぬくもりのある行政ｻｰﾋﾞｽの充実

方向性４ 国際都市化の一層の推進、経済の活性化

方向性３ 環境問題への更なる取組 

◆市政運営の基本的な考え方「５つの方向性」に基づいた施策事業の展開 

政策分野での４つの重点的取組 緊急的取組 

 

緊急経済 

対策 

１ 予算案の概要 

子育て支援（保育、医療、教育） 



 

                                １ 予算案の概要    
 

５ 

 

                                                     
 

どを実施します。また、政策分野での４つの重点的分野として「市民の暮らしの充実」「現

場目線でぬくもりのある行政サービスの充実」「環境問題への更なる取組」「国際都市化の

一層の推進、経済の活性化」、運営分野では｢財政健全化の取組」をすすめます。さらに、

厳しい経済情勢に迅速かつ的確に対応できるよう「緊急経済対策」も充実を図ります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 
  
 日々の暮らしに軸足を 

 おいた市民サービスの 

 提供と、財政健全性の 

 維持を両立させる市政 

 運営を行っていくため 

 に、行財政の改革・改 

 善にたゆまず努力して 

 いきます。 

 

 市税の大幅減収に対応 

 するために、 

 ○緊急避難的な財源確 

  保の取組 

 ○徹底した事務事業の 

  見直し 

 を行いました。 

  

     19 ページ～ 

○地域子育て支援拠点の設置 

○放課後児童育成推進 

○学校教育の充実 

○働きやすく子育てしやすい横浜の企業づくり支援 など 

○特別養護老人ホームの整備 

○将来にわたるあんしん施策 

○地域療育センターの整備 

○ぬくもりある区民サービス向上支援   など 

 

○横浜みどりアップ計画の推進 

○地球温暖化対策の推進         など 

 

○観光・コンベンションの推進 

○企業誘致促進 

○横浜港のハブポート化の推進      など 

方向性５ 

財政健全化の取組 

運営分野での 

取組 

○中小企業の経営安定 

○雇用の創造と自立に向けた支援 

○市内中小企業の事業量確保につながる社会資本の長寿命化 

 ※「５つの方向性」に該当する事業も含む          18 ページ 



 
１ 予算案の概要 
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（２） 各会計の予算規模                                     

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
22 年度の一般会計の予算規模は、1 兆 3,604 億円で、前年度に比べて 0.8％減と 5 年ぶ

りのマイナス予算になっています。また、特別会計や公営企業会計を合わせた全会計では、

3兆 998 億円で、前年度に比べ 4.9％減と 3年連続のマイナス予算になっています。 

このうち一般会計予算について、歳入面では、その中心である市税収入が前年度に比べ、

給与所得や企業収益の減少により 385 億円もの大幅な減収（5.3％減）となり、2 年連続の

減収と見込んでいます。一方で、減収に伴って、普通交付税を 100 億円見込んだほか、緊

急避難的対応として市債や財政調整基金などを活用しました。（詳細は 19～24 ページ） 
歳出面では、国の公共工事費削減の影響などで施設等整備費が大幅に減少した一方、生

活保護費や 22 年度から始まる子ども手当など、福祉・医療・子育てなどの経費である扶助

費が大幅に増加しています。これにより、扶助費のほか人件費や過去の借入金の償還経費

である公債費を合わせた、いわゆる義務的経費が予算全体の 54.2%を占め、はじめて 50％

を超える高い割合になりました。（詳細は 24～26 ページ） 

  
 
 

コラムその① 

 
 

 

22年11月7日から14日にかけて、日本では15年ぶり２回目となるＡＰＥＣ(アジア太

平洋経済協力)首脳会議等が開催されます。ＡＰＥＣは、アジア太平洋地域にある21の

国・地域が参加する地域協力で、貿易や投資がより盛んに行われるよう取り組んでいます。

会議開催期間中には、各国・地域の首脳・閣僚をはじめ、経済界関係者や報道関係者など、

約８千人が横浜を訪れます。 

横浜市は開催都市として、安全かつ円滑に会議が開催される環境を整えるため、消防や

救急医療体制の確立、本市施設の安全対策等に取り組むほか、会場周辺の警備が円滑に行

われるようサポート体制を整えます。また、会議開催情報の提供などを積極的に行い、会

場として想定されているみなとみらい21地区の住民や事業者をはじめとした市民の皆様

の理解と協力をいただくための施策を実施していきます。 

また、会議関係者への「おもてなし」、横浜の魅力の国内外への「アピール」、市民の皆

様がＡＰＥＣに「親しむ」という３つの基本姿勢のもと、様々な取組を行っていきます。

会議の横浜開催を成功させ、さらなる国際コンベンションや観光客、企業の誘致につな

げていきます。 

〔開港150周年・創造都市事業本部ＡＰＥＣ開催推進担当 ℡671-3802〕

◆ 2010 年日本ＡＰＥＣの横浜開催 ◆ 

1兆3,604億円 1兆3,714億円 ▲110億円 ▲0.8％

1兆1,639億円 1兆2,873億円 ▲1,234億円 ▲9.6％

5,755億円 6,005億円  ▲250億円 ▲4.2％

3兆  998億円 3兆2,591億円 ▲1,594億円 ▲4.9％

一 般 会 計

特 別 会 計

増減率21年度 増▲減22年度

総 計

公 営 企 業 会 計

注１：会計間で相互にやりとりする重複部分を除いた全会計の純計は、2兆3,516億円となっています。

注２：各項目で単位未満を四捨五入をしているため、総計欄及び増減欄と一致しない場合があります。



 

   １ 予算案の概要 
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（３） 安心と活力をともに生み出す、市政運営の実現に向けて              
 
※予算額は100万円未満を四捨五入して記載 

※PJ は「課題対応プロジェクト」独自検討事業、新は新規事業、再は再掲事業 

 

 15年度からの6年間で、認可保育所の新設などにより約12,000人の定員増加を図りました

が、21年4月1日現在の待機児童数は1,290人となっています。この需要に対応するため、

引き続き保育所整備による定員増を図るとともに、多様な働き方に対応できるよう保育サー

ビスの充実や、保育所の定員割れといったサービス需給のミスマッチ解消に向けて新たな取

組を実施します。 

 

【主な事業】  

『保育所整備』   18 億 9100 万円 

保育所の新設及び増改築により定員枠を拡大します。また、通園利便性の向上のため

の取組（下記参照）を実施します。 

 定員増 [21年度] 1,047人 ⇒ [22年度] 1,367人 

  〔こども青少年局保育所整備課 ℡671-2376〕

◇ 通園利便性の向上（4600万円）   

既存保育所の空き定員の活用のため、駅近くに拠点となる送迎保育ステーション

を整備し、郊外にある複数の保育所への送迎を、新たにモデル実施します。（1か所）

また、通園バスを購入する保育所に対して補助します。（7か所） 

〔こども青少年局保育所整備課 ℡671-2376 保育運営課 ℡671-2365〕

 

『市立保育所の更なる活用』   1600 万円 PJ 新 

市立保育所での定員外入所の増や、交通利便性が悪く空き定員のある保育所の駐車場

整備により、受入児童数の増を図ります。   〔こども青少年局保育運営課 ℡671-2365〕

 

『横浜保育室の運営』    52 億 9300 万円 

本市が定めた基準を満たし、認定した認可外保育施設「横浜保育室」の運営費を定員

規模に応じて拡充することで、既存施設の運営の安定化を図るとともに、新規参入を促

進します。また、所得に応じた保育料の軽減助成を実施することで利用しやすくし、入

所の促進を図ります。（一律1万円/月→所得に応じ1～4万円/月に拡大） 

                  〔こども青少年局保育運営課 ℡671-2365〕

 

『事業所内保育施設助成事業』           2700 万円  PJ  

事業所内保育施設の設置を促進するため、整備費及び開所から3年間の運営費（新規）

を補助します。   〔こども青少年局保育運営課 ℡671-2365、保育所整備課 ℡671-2376〕

 

『ＮＰＯなどを活用した家庭的保育事業』    3800万円  PJ 新 

ＮＰＯ法人などの事業者が保育者を雇用し、マンションの一室などで少人数の児童を

複数の保育者が家庭的な環境の中で保育します。（3か所） 

      〔こども青少年局保育運営課 ℡671-2365〕

 

ア 緊急的取組【子育て支援（保育、医療、教育）】

① 保育所待機児童の解消  84億 6600万円 

保育所や家庭的保育などで 

2,103 人分の受入増 
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出産を取り扱う施設の減少や小児科の二次救急を休止する病院が生じています。また、救

急車による搬送では、受入病院が決まるまでの時間が延びています。 

安心して子どもを生み育てられる環境を目指して、産科病床の増床、周産期救急医療体制

の強化や情報提供・相談機能の拡充など、新たな視点から検討した取組を実施します。 

 

【主な事業】 

『産科病床設置促進助成』     1000 万円 新 

安心して出産できる環境を確保するため、産科病床の増床等に対して助成します。 

                      〔健康福祉局医療政策課 ℡671-2438〕

 

『周産期救急病院体制強化助成』      4900 万円 PJ 新 

周産期の救急患者を円滑に受け入れるため、産婦人科医師の２人当直体制をとる病院に対

し、医師を配置するための経費などを助成します。                    

 〔健康福祉局医療政策課 ℡671-2438〕

 

『地域医療を支える市民活動の推進』     4300万円 PJ 新 

子育て家庭の安心や、医療機関の適正利用の推進に向け、地域子育て支援団体やＮＰＯと

の協働などにより、小児救急のかかり方の啓発など区ごとに独自性をもった広報・啓発活動

を推進します。                    〔健康福祉局医療政策課 ℡671-2438〕

 

『救急医療情報の提供や電話相談の充実』   4400万円 PJ 新 

出産を取り扱う施設の案内や妊婦の相談を受け付ける「産科あんしん電話相談」を新たに

開設するほか、「小児救急電話相談」の受付時間を朝まで延長します。また、救急医療情報

センターの体制を強化するなど、電話による情報提供・相談を充実させます。 

                〔健康福祉局医療政策課 ℡671-2438〕

 

 

 

 

『短時間就労のための乳幼児一時預かり事業』    1600 万円 PJ  新 

認可外保育施設の活用により、これま 

で十分に対応できなかったパート、アル 

バイトなどで就労されている養育者に対 

して、従来より実施時間を延ばした一時 

預かり場所を整備（3か所）することに 

より、多様な働き方への対応を図ります。 

〔こども青少年局子育て支援課 

 ℡671-2701〕 

 

 

 

② 産科・小児医療、救急医療体制の充実  10億 8100万円 

横浜保育室（保育料軽減助成）

市立保育所（定員外入所、駐車場整備）

認可保育所（新設、増改築、送迎保育ステーションなど通園利便性向上）

事業所内保育施設（設置促進）

その他認可外保育施設（一時預かり拡充）

家庭保育福祉員

ＮＰＯなどを活用した家庭的保育

幼稚園（預かり保育）

保育所

認可外
保育施設

家庭的保育

幼稚園

保育資源の活用イメージ

0歳 1歳 2歳 4歳3歳 5歳対象年齢
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『二次救急拠点病院事業』    2 億円 新 

夜間・休日に入院などが必要な救急患者の受入体制を強化するため、24時間365日二次

救急患者に対応する病院を本市独自に「二次救急拠点病院」として新たに位置付け（20病

院）、これらの病院に医師を配置するための経費などを助成します。 

                      〔健康福祉局医療政策課 ℡671-2438〕 

 

『救急医学教室の設置』     3000 万円 PJ 新    

救急医学教育を実践することにより、救急の専門知識を持った医師を養成し、地域病院

への従事を推進するため、横浜市立大学医学部に救急医学教室を新たに設置します。 

〔都市経営局大学調整課 ℡671-4271〕

 

不登校や発達障害、日本語指導が必要な児童・生徒など、子どもを取り巻く諸課題が多様化

するとともに、増加しています。そこで、学校のチーム対応力を強化し、一人ひとりに目を配

るきめ細かな教育の推進に向けた取組を実施します。 

 

『児童支援体制強化事業』  1 億 1800 万円 新 

いじめや不登校、発達障害などの子どもに関する諸課題対応への校内の中心的役割を果

たすとともに、地域連携をすすめる対外的窓口を担う『児童支援専任教諭』を小学校70校

に新たに配置します（授業を代替する非常勤講師を派遣）。 

 26年度までに小学校全校に配置予定  

〔教育委員会事務局小中学校教育課児童・生徒指導担当 ℡671-3250〕

                    〔教育委員会事務局教職員人事課 ℡671-3226〕

 

『スクールサポート事業』  2 億 5900 万円 

複数の教員などによる円滑な学級運営や児童・生徒へのきめ細かな学習指導などをすすめ

るため、非常勤講師と教員志望の学生などのボランティア（アシスタントティーチャー）の

小中学校への派遣を拡充します。 

 非常勤講師派遣  [21年度] 小学校（低学年対象）100人  

⇒ [22年度]小学校（全学年対象）100人 中学校(全学年対象)50人

 ボランティア派遣 [21年度] 150人 ⇒ [22年度]200人 

 〔教育委員会事務局教職員人事課 ℡671-3226〕

③ きめ細かな教育の推進  3億 7700万円 

◆課題対応プロジェクト◆ 

 喫緊の課題である「子育て支援」については、市役所庁内に「保育所待機児童解消」及び

「産科・小児医療、救急医療体制の充実」の２つの市長直轄の課題対応プロジェクトチーム

を設置し、検討を行いました。メンバーは、保育所や医療機関といった現場に出向き、さま

ざまな意見をお聴きしたうえで生まれたアイデアを生かして、事業を検討しました。 

 なお、教育委員会においても小・中学校の校長を含むメンバーでプロジェクトチームを設

置し、一人ひとりに目を配るきめ細かな教育を推進するための事業を検討しました。 

コラムその②
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『地域子育て支援拠点の設置』     8 億 4800 万円 

 地域において子育て家庭を支えるため、親子の居場所や子育てに

関する情報提供や相談、子育て支援ネットワークづくり、人材育成

を行う子育て支援の総合的な拠点を設置します。 

[21年度] 15か所 ⇒ [22年度] 17か所 

  〔こども青少年局子育て支援課 ℡671-4157〕 

『放課後児童育成推進』    43 億 9100 万円  

「放課後キッズクラブ」、「はまっ子ふれあいスクール」、「放課後児童クラブ」を実施し、

子どもたちの安全で快適な放課後の居場所づくりを推進します。 
 放課後キッズクラブ 

[21年度] 69か所 ⇒ [22年度] 93か所 

 はまっ子ふれあいスクール 

 [21年度]280か所 ⇒ [22年度]257か所 
  ※はまっ子ふれあいスクールは、「放課後キッズクラブ」への転換を進めます。

 放課後児童クラブ 

 [21年度]189か所 ⇒ [22年度]197か所 

〔こども青少年局放課後児童育成課 ℡671-4068・4152・4153〕

『学校教育の充実』    14 億 3000 万円   

学校と教育委員会が連携し、学力向上に取り組む「よこはまの子ども学力向上事業」や

国語力と国際性を育む「ヨコハマ語学教育」、子どもの学びの継続性を確保し小中学校間の

連携・協働を円滑にすすめる「横浜型小中一貫教育」を推進するとともに、学校現場の支

援を行う「方面別学校教育事務所」を市内4方面に開設するなど、学校教育の充実を図りま

す。                   〔教育委員会事務局小中学校教育課 ℡671-3233〕 

   〔教育委員会事務局授業改善支援課 ℡671-3723〕

〔教育委員会事務局総務課分権化推進担当 ℡671-4237〕

『障害児の居場所づくり』    2 億 1100 万円 

障害のある子どもが、放課後や夏休みなどに、のびのびと充実した時間を過ごし、豊か

な人間性を育むことができるようにするとともに、家族が安定した生活と社会参加が実現

できるための環境を整えます。 
  [21年度] 17か所 ⇒ [22年度] 21か所 

〔こども青少年局障害児福祉保健課 ℡671-4278〕

イ 政策分野での４つの重点的取組（主な事業）

① 市民の暮らしの充実 
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② 現場目線でぬくもりのある行政サービスの充実 

『介護支援ボランティアポイント事業』    4900 万円 

 高齢者が介護施設等でボランティア活動を行うことにより、ポイントがたまり、ポイン

トに応じて換金又は寄附することができます。これにより、本人の健康増進・介護予防や

社会参加・地域貢献を通じた生きがいづくりを促進します。 

 22年10月からボランティア活動の範囲を介護施設以外にも拡大します。      

〔健康福祉局介護保険課 ℡671-4250〕

『働きやすく子育てしやすい横浜の企業づくり支援』    1900 万円 

  男女がともに働きやすく子育てしやすい職場づくりを積極的にすすめる市内事業所を

認定・表彰し、取組を広く紹介する「よこはまグッドバランス賞」のほか、市内企業の

ワーク・ライフ・バランスを推進するための普及・啓発を実施します。 

 〔市民活力推進局男女共同参画推進課 ℡671-3691〕

 〔こども青少年局企画調整課 ℡671-4281〕

『地域ケアプラザの整備』    8 億 2100 万円 

 地域における福祉・保健活動の拠点として、地域包括支援センター及び地域活動交流等

の機能を担う地域ケアプラザの整備を行います。 

[21年度]119か所 ⇒ [22年度]123か所  〔健康福祉局地域支援課 ℡671-3640〕

 

 ◆「かがやけ横浜こども青少年プラン」の策定◆ 

 

「かがやけ横浜こども青少年プラン」は、子ども・青少 

年の自立に向けた支援や、子育て環境の整備のための取組 

をまとめた行動計画で、22 年度～26 年度が後期計画期間です。 

この計画では、「未来の世代を育むまち『よこはま』の実現」を理念に、「すべての子ども・

青少年への支援」「家庭の子育て力を高める支援」など５つを基本的な視点としています。や

がて大人となっていく子ども・青少年が、自立に向けて生きる力を育んでいけるよう、生ま 

れる前から、乳幼児期を経て青少年期にいたるまでの、さまざまな施策を市

民と行政の連携ですすめます。 

〔こども青少年局企画調整課 ℡671-4281〕
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『特別養護老人ホームの整備』    35 億 9000 万円 

 在宅生活の継続が難しく、特別養護老人ホームへの入所の必要性・緊急性が高い方に対

応するため、施設整備に対する助成を行い、整備の促進を図ります。 

[21年度]12,207床 ⇒ [22年度]13,207床   〔健康福祉局高齢施設課 ℡671-3620〕

『小規模多機能型居宅介護事業所の整備』    5 億 2900 万円 

 身近な地域で24時間365日の介護サービスを提供する、小規模多機能型居宅介護事業所

の設置に対して、整備費の補助のほか、開設初年度運営費の補助などもあわせて行うこと

で、整備の促進を図ります。 

[21年度]42か所 ⇒ [22年度]63か所     〔健康福祉局高齢施設課 ℡671-3641〕

〔健康福祉局事業指導室 ℡671-4251〕

『将来にわたるあんしん施策』    19 億 100 万円  新 

「将来にわたるあんしん施策」は21年4月に策定した「横浜市障害者プラン（第2期）」

の中に位置づけられ、多くの障害者や家族が切実に求めている必要な施策を取りまとめ

たものです。本施策は、22年4月に廃止する在宅心身障害者手当の質的転換策であり、障

害者施策推進協議会での協議を軸に、市民の方のご意見を 

のご意見をふまえ具体化を図りました。 

本市では、障害のある人が地域で安心して 

暮らし続けることができるよう、次の3つの項 

目を柱としてきめ細かな取組をすすめることと 

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔健康福祉局障害企画課 ℡671-3569〕

 親なき後も安心して地域生活が送れる仕

組みの構築 

・障害者の見守りなどを行う後見的支援の充実

・医療的ケアを必要とされる方のための多機能

型拠点の整備など 

 障害者の高齢化・重度化への対応 

・高齢化・重度化対応グループホームのモデル

実施 

・在宅生活を支える医療的ケア研修の実施など

 地域生活のためのきめ細かな対応 

・医療従事者の障害理解の推進 

・総合的な移動支援施策体系の再構築など 

『地域療育センターの整備』    1500 万円  新 再 

障害のある児童を対象に、相談・評価・指導・訓練などのサービスを行うため、市内8

館目となる地域療育センターの整備を行います。 

[22年度]基本設計         〔こども青少年局障害児福祉保健課 ℡671-4278〕
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『重症心身障害児施設整備の調査』    300 万円  新 

在宅介護を行う家族の負担軽減及び市外入所の解消のため、重症心身障害児入所施設

の整備の調査を行います。    〔こども青少年局障害児福祉保健課 ℡671-4278〕 

『新型インフルエンザ対策事業』    3 億 9200 万円    

 新型インフルエンザ流行による被害を最小限に抑えるための対策を実施します。  

 医療機関等への資器材の整備 

 市民に向けた広報啓発の強化 

 市・区対策本部職員用の資器材の保管 

 市立学校における対策の実施 

〔健康福祉局健康安全課 ℡671-2468〕 

〔安全管理局危機管理課 ℡671-2019〕 

〔教育委員会事務局健康教育課 ℡671-3234〕 

『ぬくもりある区民サービス向上支援事業』     1 億円  新 

 区民の皆様に区庁舎などを快適かつ安心してご利用いただき、区民満足度の向上につな

がるよう、各区役所において、サービスの向上を実感していただける取組を実施します。

 ※取組例・高齢者や障害者、子ども連れの方など、どなたでも利用しやすい区庁舎などの環境整備

     ・区庁舎などの快適性や安全性の向上を図るための取組 

〔市民活力推進局区連絡調整課 ℡671-2048〕

『身近な地域・元気づくりの推進』     3800 万円 

日常的な生活圏で、自治会町内会、ＮＰＯなど、様々な主体が協働して、福祉、防犯、

まちづくりなどの地域課題の把握・解決に向けての取組をすすめるため、モデル地区を

指定し、区・関係局が総合的に支援します。また、市民主体の地域運営が持続可能とな

るための仕組みづくりをすすめるとともに、自治の視点に立った検討を行います。 
  
 市民主体の地域運営（エリアマネジメント）の仕組みづくりが進んでいるモデル地区の数

 [21 年度]30 地区 ⇒ [22 年度]40 地区 
  〔市民活力推進局協働推進課 ℡671-2302〕

        〔都市整備局地域まちづくり課 ℡671-2694〕

〔健康福祉局福祉保健課 ℡671-3994〕

『衛生研究所再整備事業』    3000 万円 

衛生研究所の老朽化がすすんでいるため、移転再整備を行います。 

〔健康福祉局衛生研究所管理課 ℡754-9807〕
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『横浜みどりアップ計画の推進』    94 億 1500 万円    

「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」は、緑の減少に歯止めをかけるとともに、

将来にわたって緑の総量と質を維持・向上させ、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承し

ていくため、21 年度から「横浜みどり税」を主な財源としてスタートし、さらに推進し

ます。また、「横浜みどりアップ計画市民推進会議」を開催し、評価・提案をいただくな

ど、市民がより一層成果を実感できるよう事業の推進につなげます。 

〔環境創造局みどりアップ推進課 ℡671-2811〕

◇「樹林地を守る」施策（74億6600万円） 

緑地保全制度の地区指定を拡大するとともに、保全した樹林地については、市民

協働による維持管理や間伐など、「安全・明るい森づくり」、「森の楽しみづくり」な

どによる利活用を促進します。また、相続等不測の事態に対応した樹林地の買取り

（買取り計画面積：約20ha）も行います。 

◇「農地を守る」施策 （10億7600万円） 

地産地消に着目した農業振興策（収穫体験農園の開設支援（整備予定面積約1.9ha)

など）や農業を支える多様な担い手の育成など、農業を取り巻く課題に取り組むこ

とで、農業の活性化を図り、農地を保全します。また、相続等不測の事態に対応し

た農地の買取りやあっせんも行います。 

 

◇「緑をつくる」施策（7億1900万円） 

地域の方々との協働による緑化の計画づくり、そして緑化を進める「地域緑のま

ちづくり」や、民間保育所、幼稚園の園庭芝生化助成をすすめるとともに、市立保

育所の園庭（12か所）、市立小中学校の校庭（13か所）の芝生化、街路樹の管理水準

を高めることによる健全な育成などにより、民有地や公共施設の緑化を一層推進し

ます。                       

③ 環境問題への更なる取組 

『コミュ二ティハウス整備事業』    3 億 4500 万円 

子どもから高齢者まで、地域における住民の交流や様々な活動の拠点となる施設とし

て、コミュニティハウスの整備を行います。 

 [21年度]111か所 ⇒ [22年度]113か所 〔市民活力推進局地域施設課 ℡671-2326〕

『生物多様性の保全への取組』  ～22 年は国連が定める「国際生物多様性年」です～ 
 
10 月にはＣＯＰ10（生物多様性条約締約国会議、名古屋市）が開催されます。横浜市では、

生物多様性に関わる研究や京浜の森づくり、横浜港の水質改善に向けた市民協働によるきれ

いな海づくりの普及・拡大など引き続きすすめるとともに、全国の大都市に先駆けて具体的な

行動計画をとりまとめる「生物多様性横浜戦略（仮称）」を市民参加により策定します。 

                     〔環境創造局企画課 ℡671-2686〕
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『地球温暖化対策の推進』      15 億 8800 万円 

脱温暖化を実現するスマートな都市づくりに向け、ＣＯ-ＤＯ３０に基づき、全庁をあ

げて脱温暖化に取り組みます。〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-4108〕

・仕組み ～持続的な脱温暖化に有効な制度や仕組みづくり～ 

◇ 横浜グリーンバレー（6000万円） 

横浜臨海部をモデルに、省エネや再生可能エネルギーの利活用、経済活性化に寄

与する環境・エネルギー産業の育成、環境啓発拠点の形成を通じた「低炭素型のま

ちづくり」をすすめます。 
※なお、下水道事業会計では、下水汚泥を燃料化し再生可能エネルギーを創出する事業に取

り組みます。 

〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-2477〕

〔環境創造局企画課 ℡671-3586〕

◇ 低炭素型次世代交通モデル事業（5800万円） 
太陽光発電と電気自動車の普及促進の連携を目指した実証実験などを行うととも

に、成果を広くアピールすることで、将来にわたる都市環境整備につなげます。 
         〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-2683〕

・エネルギー ～省エネ・創エネによる地産地消都市へ～ 

◇ 住宅用太陽光・太陽熱利用システム設置費補助事業（2億8000万円） 
個人住宅等へのシステム設置約2,200件に対して補助を行います。 

         〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-2477〕

◇ 電動車両によるＣＯ2削減事業（9800万円） 
電気自動車・プラグインハイブリッド車の購入や充電スタンド整備に対する補助

を行います。              〔環境創造局交通環境対策課 ℡671-3825〕

◇ 消防車両の温暖化防止処置事業（3200万円） 

消防車や救急車に専用の電源を搭載し、消防版アイドリングストップにより、最

大約20％のＣＯ2排出量削減に取り組みます。  〔安全管理局施設課 ℡334-6571〕

・市民力 ～ＹＥＳから始めるエコライフ～ 

◇ 脱温暖化行動推進事業（ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）の推進）（2100万円） 

ＮＰＯ・事業者などと連携を図りながらＹＥＳを推進し、市民に対して、脱温暖

化に関連する情報や学習・意見交換の場を提供します。 
※ＹＥＳとは、市民、団体、事業者、大学、行政などの行う環境・地球温暖化問題への取組を
「ＹＥＳ」という統一的なブランドにより展開するものです。 

            〔地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-2629〕

◇ １区１ゼロカーボンプロジェクト（4600万円） 

各区において、脱温暖化講座の実施など、市民行動を促進する取組を行います。

 〔18区（問合せ窓口は、地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課 ℡671-4108）〕

 

 

 

 

 

★ 脱温暖化への関与度を自己評価しました ★ 

あらゆる施策事業に脱温暖化の視点で取り組むため、22 年度予算編成では事業ごとに「ＣＯ-ＤＯ３０

への貢献度」を自己評価しました。約 3,000 事業中、最高評価の「☆５つ」の事業数は 78 でした。 
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④ 国際都市化の一層の推進、経済の活性化 

『観光・コンベンションの推進』    1 億 4500 万円 

 羽田空港国際化、ＡＰＥＣ首脳会議の横浜開催などを視野に入れ、コンベンションの誘

致・開催支援やアフターコンベンションの充実、ＭＩＣＥ（マイス）関連利用客の受入体

制の整備、中国からの誘客などを図ります。 
※MICE（マイス）とは、Meeting（企業等の会議）、IncentiveTravel（企業等の行う報奨・研修旅行）、
Convention（国際機関・団体・学会等が主催する総会・学術会議など）、Event/Exhibition（イベン
ト・展示会、見本市）の頭文字をとった言葉。     〔経済観光局観光交流推進課 ℡671-2589〕

『企業誘致促進事業』    17 億 8100 万円 

 厳しい経済環境の中で、中長期的な視点から横浜経済を支える企業集積に向けて、市長

によるトップセールスや企業誘致セミナーの開催、企業立地促進条例による支援策の活用

など、戦略的な攻めの企業誘致を展開します。 〔経済観光局誘致・国際経済課 ℡671-3894〕

『横浜港のハブポート化の推進』    58 億 3800 万円 

 先進的な港湾施設整備や京浜三港の連携など、国際競争力の

強化施策を展開し、ハブポート化を推進します。 

◇ 先進的な港湾施設の整備（57億9100万円）  

 南本牧ふ頭高規格コンテナターミナル整備事業 

 本牧ふ頭整備事業など 

◇ 京浜三港の連携等、競争力強化施策の展開（4700万円） 

〔港湾局企画調整課 ℡671-7301・港湾経営課 ℡671-7261〕

◆ 中国からの観光客誘致促進・上海万博「日本産業館」に出展します ◆ 

 

横浜市では、 羽田空港国際化や中国の個人観光ビザの解禁 

などの流れを受け、2010 年を中国からの観光客誘致を促進 

する絶好の機会と捉えています。 

 このため、今年５月１日から 10 月 31 日までの 184 日間、 

上海市で開催される「上海国際博覧会（略称：上海万博）」の 

「日本産業館」に出展参加し、映像による横浜の観光ＰＲを行 

うこととしました。上海万博は、参加国・国家機関数は万博史 

上最多、目標入場者数７千万人という大規模な国際行事であり、 

中国をはじめ、世界中の人が訪れることから、大きな広報効果 

が期待できます。 

 また、６月 28 日（月）～７月４日（日）の７日間は、日本産業館の催事ステージで、

横浜の観光ＰＲや知名度向上を目的としたイベント「横浜ウィーク」を開催します。 

〔経済観光局観光交流推進課 ℡671-3652〕 
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◆ 羽田空港国際化 ◆  

～横浜と世界がぐんぐん近くなる！～ 

 

 いよいよ今年10月に羽田空港4本目の滑走路と国際線ターミナルが運用を開始し、国際定

期便の就航により、羽田空港と世界の主要都市が結ばれます。深夜早朝にはASEAN諸国や

欧米諸国など世界各地への便も見込まれる一方、昼間はソウル・釜山・北京・上海・台北・

香港への近距離便に限定されます。 

本市は、国に対し、羽田空港が将来的に 

「国際ハブ空港※」としての機能を担えるよ 

う、昼間の国際線の路線拡大など更なる国 

際化を働きかけるとともに、この国際化を 

契機として、横浜・羽田空港間のアクセス 

改善による利便性の向上、観光政策や国際 

コンベンション機能強化などに力を入れて 

いきます。 

※国際ハブ空港とは、国際線の乗換が便利で、 

かつ国際広域航空路線網の中心として機能する拠点空港のこと。 

〔都市経営局政策課 ℡671-3978〕 

『横浜駅周辺大改造事業』    1 億 8700 万円 

横浜の玄関口にふさわしいまちづくりの指針として、21年に取りまとめた「エキサイト

よこはま２２」（横浜駅周辺大改造計画）の実現に向け、具体的検討をスタートします。

22年度は、先行実施予定の民間開発に関連するインフラ整備検討をはじめ、計画全般の都

市基盤や仕組みづくりについて検討を進めます。〔都市整備局都市再生推進課 ℡671-3679〕

『横浜環状道路等整備』         77 億 6600 万円 

 人やモノの多様な交流・連携を支え、便利な市民生活や競争力の

ある横浜港、活発な産業活動を実現するため、横浜環状北線、横浜

環状南線の整備や横浜環状北西線の計画検討を進めます。 

                〔道路局事業調整課 ℡671-3985〕

『ＳＢＩＲ等ものづくり支援』    1 億 8700 万円  

新技術・新製品開発に取り組む市内中小企業に対して、研究開発段階から販路開拓まで

一貫して支援します。           〔経済観光局ものづくり支援課 ℡671-3489〕

『商店街販売促進支援事業』    500 万円 

商店街と市内プロスポーツチームが連携して新たに実施する、「150円商店街」キャンペ

ーンを支援します。     〔経済観光局商業・コミュニティビジネス振興課 ℡671-2591〕

コラムその⑤ 
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前年度に引き続き、次の視点から緊急経済対策を取りまとめました。 

 ・資金繰り対策等の市内中小企業の経営安定に向けた支援 

・雇用の創造と自立に向けた支援 

・市内中小企業への発注が中心となり、経済活性化につながる社会資本の長寿命化の取組 

なお、経済対策として 21 年度に拡充した事業については、厳しい財政状況の中でも、引き

続き実施していきます。                 〔都市経営局政策課 ℡671-4135〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 中小企業の経営安定                      823 億 5400 万円  
◇ 中小企業融資制度（804億8700万円） 

「緊急借換支援資金」や「セーフティネット特別資金」など、過去最大規模の融資枠総計 

2,000億円を引き続き確保します。            〔経済観光局金融課 ℡671-2593〕

◇ 中小企業支援信用保証料助成（14億9000万円） 

「緊急借換支援資金」などへの保証料助成を継続して実施するほか、新たに創設する経営

の建て直しを図るための「経営再建支援資金」を追加するなどして、借入時の負担軽減を図

ります。                    〔経済観光局金融課 ℡671-2593〕

今年度の緊急経済対策の主な事業   総額：911 億円 

◎ 雇用の創造と自立に向けた支援                   39 億 1400 万円  
◇ 緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業・ふるさと雇用再生特別交付金事業（21億3000万円）

既存の緊急雇用創出事業・ふるさと雇用再生特別交付金事業に加え、国の緊急経済対策に

より創設された重点分野雇用創造事業により、新たに失業者約1,300人の雇用を創出します。

                    〔経済観光局雇用創出課 ℡671-2343〕

◇ 住宅手当緊急特別措置事業（12億9400万円） 

住宅を喪失又は喪失の恐れのある離職者に対し、住宅手当を支給することにより、住宅 

及び就労機会の確保に向けた支援を行います。      〔健康福祉局保護課 ℡671-2367〕

◇ 職業訓練事業（1億100万円） 

横浜市中央職業訓練校において、母子家庭の母等対象の訓練科目（4科目）に加え、離職者

対象の職業訓練（3科目）を実施します。 

〔経済観光局雇用創出課横浜市中央職業訓練校 ℡651-2195〕

◎ 市内中小企業の事業量確保につながる社会資本の長寿命化      48 億 8100 万円  
◇ 市内中小企業への発注が中心となる道路修繕費・学校特別営繕費・公園整備費（再整備・

施設改良分）について、市内中小企業の事業量確保のため、21年度・22年度に拡充した分 

（48億8100万円）

※このほか、公共建築物や下水道施設等の長寿命化推進のための事業についても、厳しい財政状況の 

中、21年度と同程度の予算を維持し、市内経済活性化及び将来にわたる全体の維持更新費用の軽減を 

図ります。  

ウ 緊急経済対策（現下の経済状況に対する経済支援） 

◎ その他（２月補正予算での対応） 
◇ 国の 2次補正による「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」13 億円を活用し、緊急経済対策

の趣旨に沿ったきめ細かなインフラ整備事業を実施し、22 年度中の事業量を確保します。 

◇ 一部のインフラ整備事業では、21年度支出を伴わない市の債務負担行為を設定することで、

22 年度早々の前払金の支出及び工事着工ができるようにします。 [通称：ゼロ市債] 
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（単位：億円）

市債
市税実収

見込

当初予算時の市債発行額
（22年度：21年度予算発表時の見込）

1,171

（当初予算）
1,113

(最終予算）
1,144

1,147 1,094 7,170

21年度：（経済対策）補正後の
　　　　　市債発行額
22年度：予算編成開始時の見込 1,203 1,074 6,803

21年度：22年2月（最終）補正後の
　　　　　市債発行額(見込）
22年度：当初予算計上額

1,320 1,274 6,870

22年度

19年度 20年度 21年度

対前年度
当初予算比＋11.1％ ＋127億円
最終予算比 ▲3.5％ ▲46億円

対前年度
当初予算比＋3.1％ ＋34億円
最終予算比＋0.3％ ＋3億円

7,279億円 7,324億円 7,255億円 6,870億円

45億円増 ▲69億円減 ▲385億円減

最終予算税収
7,132億円

予算編成開始時
収支不足額約５３０億円！

・5月の経済対策補正のために市債を増額
・最終予算の税収が当初予算計上額から
▲123億円減収し（7,132億円-7,255億円）、
それを補うために市債を増額
⇒市債発行は当初予算計上額から173億円増
　（1,320億円-1,147億円）

・市税が前年度当初予算から▲385億円減収
  （6,870億円-7,255億円）
　※地方交付税は100億円増
⇒市債発行は前年度当初予算計上額から127億円増
　（1,274億円-1,147億円）
　前年度最終予算からは▲46億円減
　（1,274億円-1,320億円）

市税の当初予算計上額

主な取組 効果額
①事業見直しによる経費削減 　122億円
②21年度国交付金を活用した公共工事の前倒し 　  13億円
①たばこ税の税率改正などによる市税の増 　  40億円
②普通交付税の増 　100億円
③年間補正財源としての留保財源のとりやめ 　  30億円
④市債発行額の増 　200億円
⑤財政調整基金の活用 　  27億円

歳出抑制

財源確保
（歳入面）

（４） 非常事態に対応した緊急避難的な財政運営                          

市税収入が 385 億円の減収、緊急避難的対応として市債を活用 

20 年度後半からの急激な景気悪化が市の財政に与える影響はとても深刻で、22 年度の市

税収入見込みは前年度当初予算に比べ 385 億円もの大幅な減収が見込まれ、まさに「非常

事態」ともいうべき状況です。 

 そのため、22 年度予算では、このような状況のなかでも、市民の皆さんの生活や市内経

済を守ることを第一に考え、「緊急避難的な対応」として、市債の活用などさまざまな財政

運営上の対策を講じることにしました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ■約 530 億円の収支不足の解消 
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■一般会計市債残高の推移 （単位：億円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

年度末市債残高① 23,918 23,825 23,738 23,901 24,136

対前年度増減 ▲ 185 ▲ 93 ▲ 87 163 235

減債基金年度末残高② 127 367 495 393 768

実質的な市債残高（①－②） 23,791 23,458 23,243 23,508 23,368

対前年度増減 ▲ 139 ▲ 333 ▲ 215 265 ▲ 140

※21年度は、横浜企業経営支援財団(IDEC)の融資事業見直しに伴う対応等のため

　市債の償還財源が不足し、減債基金を340億円取り崩す見込みです。そのため、

　一時的に実質的な市債残高が増加しています。

施策と財政規律のバランスを考えた市債発行額の決定 

子どもたちに多額の負担を負わせることなく、将来にわたって持続可能な市政を実現す

るためには、財政規律を守り、市の借金である市債はできるだけ増やさないことが必要で

す。しかし、現在の状況を考えた時、市債を減らすことだけにこだわれば、今の市民生活

や市内経済に大きな影響が出るほど市の事業を減らすことになりかねません。 

 そのため、22 年度予算では、今必要とされる施策と財政規律のバランスを考え、一定の

財政規律を守りながら市債の発行額を増やし、市民生活を守るために活用することにしま

した。具体的には、予算編成を始めるときに見込んだ「横浜市中期計画」の目標を達成す

ることができる発行上限額 1,074 億円より 200 億円多い 1,274 億円を活用することにしま

した。 

 この 200 億円という上乗せ額は、国が地方自治体の収支不足の対策として、普通交付税

を交付する代わりに特別に認めている「臨時財政対策債」という市債の発行枠（21 年度 500

億円→22 年度 700 億円）の増額分で、市税収入が大幅に減収する非常事態の中では、必要

最低限の増額であると考えたものです。 

 

借金返済のための実質的な将来負担は抑制 

 横浜市では、18 年度予算から、国より厳しい考え方の「横浜方式のプライマリーバラン

ス」の黒字を維持しています。これは、その年度の新たな借入額を、過去の借入金返済の

予算額より少なくするというものです。（詳細は 65 ページ） 

22 年度予算でも、この方針は当然のこととして堅持しており、その結果、将来の収入を

使って返済しなくてはいけない一般会計の借入金残高は減少しています。 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

見かけの市債残高が増えても、実質的な残高が増えない理由
わ け

 

市債発行を増やせば、一般会計の市債残高は増加します。しかし、一方で、毎年度、将来

の市債償還のためのお金を減債基金に積み立てており、その基金残高も増加しています。 
そのため、市債残高から減債基金残高を差し引いた実質的な残高（＝将来の収入で返す額）

は増加していません。 
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■今後の一般財源収入見込額 （単位：億円）

23年度
当初見込

7,960

6,860

24年度
当初見込

25年度
当初見込

8,020 8,070

6,9407,260 7,040

21年度
当初

22年度
当初

7,9708,360

6,870

年度

うち市税

一般財源収入

市内経済を守り、暮らしを良くするために貯金を活用 

厳しい社会経済状況だからこそ、中小企業をはじめとする市内企業の仕事を守ることが

求められています。また、市民の皆さんに少しでも暮らしが良くなっていくという実感を

持っていただく取組も必要です。そこで、22 年度予算では、20 年度予算まで行っていた年

間補正財源としての市税留保（30 億円）を取りやめたほか、市の貯金にあたる「財政調整

基金」を 27 億円取り崩し、市内中小企業の仕事の確保につながる道路や学校の修繕、公園

の補修・再整備といった予算額を前年度並みに確保するとともに、待機児童解消や救急医

療の充実などの緊急課題に取り組む経費の一部をまかなうことにしました。 

 

事業見直し―全体で 950 件、122 億円の縮減を実現― 

これまでの、所管部署が自ら取り組む事業見直しに加え、全庁的な視点から個別事業に

ついて各部署に課題点を指摘し、検討を促すなど、徹底した事業見直しに取り組みました。 

その結果、まず、超過勤務手当の削減（20 年度実績の原則 50％削減）や職員定数の削減

（全会計で 203 人の削減、一般会計では 11 人の削減）など、市役所内部経費の徹底した見

直しを行いました。また、現在の厳しい社会経済情勢を踏まえ、経済的に困窮している市

民や市内中小企業・事業者への影響に十分配慮しながら、事業の見直しに取り組み、合計

で 950 件、122 億円（21 年度：940 件、98 億円）を縮減しました。（詳細は 62 ページ） 

 

 

 
＝＝＝これからの財政運営の考え方＝＝＝ 

 23 年度以降も、すぐには財政状況が好転することは考えられず、特に 23 年度は 22 年度と同じ程度の

収入にとどまると見込んでいます。そのため、少なくとも 23 年度までは「非常事態」ともいえる状況の下で、

市債や基金も活用した「緊急避難的」な財政運営をしてでも、市内企業や市民の暮らしを守る必要があると

考えます。 

 しかし、将来のことを考えれば、「緊急避難的」な対応は必要最小限にとどめる必要があることは当然で

す。そのため、特に市債発行については、従来どおり、臨時財政対策債を含めたすべての市債を発行抑

制の対象とし、「横浜方式のプライマリーバランス黒字維持は当然の前提条件」とします。その上で、 

「市税をはじめとする一般財源収入の回復にあわせて市債発行額を削減することとし、収入の回復が見

込まれる 24 年度からは、市債発行額を前年度より抑制する」 

ことを基本に、これからの財政運営を行っていきます。 

 なお、22 年度中には新たな中期的計画を策定する予定であり、その中で、今後の中期的な財政計画を

策定していきます。 

一定の条件の下で試算した「中

期財政見通し」の詳細について

は、80 ページ参照 
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2 一般会計予算案 

（１） 歳入                                           
 
 
市税については、個人所得の減による個人市民税の減少、企業収益の減に伴う法人

市民税の減少が見込まれるため、2 年連続の減収を見込んでいます。 

また、大幅な市税の減収に伴って普通交付税が 3 年ぶりに交付（100 億円）される

と見込んでいるものの、自動車取得税をはじめとする県税交付金の減が避けられない

ため、 一般財源全体 （詳細は 75 ページ）では、前年度に比べて 388 億円減（4.6％減）

の 7,971 億円となっています。 
 

個別の項目については、以下のとおりです。 
 
ア  市税    

前年度当初見込額（7,255 億円）と比較して、385 億円の減（対前年度 5.3％減）

の 6,870 億円を計上しました。 

主な税目では、個人市民税は、給与所得の減などにより 338 億円の減（対前年度

10.8％減）、法人市民税は、企業収益の減などにより 80 億円の減（対前年度 15.2％

減）となる見込みです。なお、21 年度から導入した横浜みどり税は、21 億円とな

る見込みです。 

また、固定資産税・都市計画税は、家屋の新増築などによる増収で、合計 35 億

円の増（対前年度 1.1％増）となる見込みです。 

  なお、21 年度の市税収入の決算見込額は、7,132 億円であり、それとの対比では

261 億円（3.7％減）の減収となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市税収入見込額 （単位：億円、％）

22年度

当初収入
見込額

当初収入
見込額

決算見込額
ａ－ｂ ａ－ｃ

ａ ｂ ｃ ｂ ｃ

3,253 3,672 3,549 ▲419 ▲296 ▲11.4 ▲ 8.3

2,804 3,142 3,062 ▲338 ▲258 ▲10.8 ▲ 8.4

449 529 487 ▲ 80 ▲ 38 ▲15.2 ▲ 7.8

2,676 2,645 2,651 31 25 1.2 0.9

559 555 555 4 4 0.6 0.7

383 383 377 ▲ 1 6 ▲ 0.2 1.6

6,870 7,255 7,132 ▲385 ▲261 ▲ 5.3 ▲ 3.7

注：各項目で単位未満を端数処理しているため、合計欄及び差引欄と一致しない場合があります。

合　　　計

市 民 税

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

増減率

ａ－ｂ ａ－ｃ

そ の 他

21年度 差　引



 

２ 一般会計予算案 

23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地方交付税   

普通交付税は大幅な税収不足の影響により3年ぶりに交付となる 100億円を見込

み、特別交付税は前年度同額の 15 億円を計上しました。 
 
ウ 地方譲与税    

地方譲与税の原資となる国税の予算額を踏まえ、83 億円（対前年度 4.5％減）を

計上しました。 
 
エ 県税交付金   

自動車販売台数の落ち込みによる自動車取得税交付金の減や、需要の低迷による

軽油引取税交付金の減などを見込み、551 億円（対前年度 7.0％減）を計上しまし

た。 
 
オ 国・県支出金   

公共事業に対する国庫補助金が減になる一方、子ども手当費負担金の皆増や、生

活保護費負担金の増などにより、2,540 億円（対前年度 29.1％増）を計上しました。 
 
カ 市債   

緊急避難的に市債の発行額を増やすこととし（詳細は 19 ページ）、臨時財政対策債

700 億円を含め、1,274 億円（対前年度 11.1％増）を計上しました。 

この結果、歳入全体に占める市債の割合（市債依存度）は、前年度と比べて 1.0

ポイント増加し、9.4％となりました。 

  注：(  )数値は構成比。また、数値は端数処理上、合計が合わない場合があります。

■市税収入額の増減率と税目別収入額の推移

▲ 0.2

▲ 5.3

0.8

▲ 2.0 ▲ 0.5

5.5
2.72.2

▲ 3.5
0.5

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0
％

増減率

数値は20年度までは決算
21～22年度:当初収入見込

2,804
(40.8)

3,142
(43.3)

3,070
(42.1)

3,000
(41.5)

2,702
(39.4)

2,464
(36.9)

2,347
(35.9)

2,391
(36.5)

2,503
(36.9)

2,509
(36.2)

449
(6.5)

529
(7.3)

647
(8.9)

701
(9.7)658

(9.6)570
(8.5)

531
(8.1)

467
(7.1)

430
(6.3)

508
(7.3)

2,676
(39.0)

2,645
(36.5)

2,640
(36.2)

2,599
(35.9)2,568

(37.5)2,694
(40.3)

2,703
(41.4)

2,721
(41.6)

2,846
(42.0)

2,871
(41.5)

559
(8.1)

555
(7.7)

552
(7.6)

543
(7.5)537

(7.8)
565

(8.5)
569

(8.7)
577

(8.8)

610
(9.0)

621
(9.0)

383
(5.6)

383
(5.2)

386
(5.2)

392
(5.4)390

(5.7)384
(5.8)

382
(5.9)

388
(6.0)

395
(5.8)

416
(6.0)

6,8707,2557,2957,2356,8556,6776,5326,5446,7846,925

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
年度

億円

その他

都市計画税

固定資産税

法人市民税

個人市民税

市税収入額

固定資産税
の評価替え

固定資産税
の評価替え

３年連続減収
過去10年で

最低

４年ぶりの
増収

２年連続減収
三位一体改革

による
税源移譲

４年連続
増収

５年ぶりの減収
固定資産税
の評価替え
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キ その他の収入   

その他の収入では、財政調整基金からの繰入金を市内経済対策や緊急的な課題へ

の対応に活用するため、27 億円計上しました。なお、その他の収入全体が、前年度

に比べ大幅な減となっているのは、主に産業活性化資金融資の抜本的な見直しに伴

い、貸付金元利収入が減額（約 438 億円減）となったためです。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 歳出                                            
 
子ども手当の創設や生活保護費の増等に伴い、扶助費が前年度に比べて大幅に増加

（27.5％増）している一方で、行政運営費や施設等整備費は減少しています。そうし

た中でも、市内中小事業者向けの融資などのほか、中小企業の仕事の確保につながる

道路・学校・公園の修繕費など必要な予算を計上しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

■一般会計歳入の内訳 （単位：億円）

増▲減 増減率（％）

6,870 7,255 ▲ 385 ▲ 5.3 50.5

115 15 100 666.7 0.8

83 86 ▲ 3 ▲ 4.5 0.6

551 593 ▲ 42 ▲ 7.0 4.0

2,540 1,968 572 29.1 18.7

1,274 1,147 127 11.1 9.4

700 500 200 40.0 5.1

105 84 21 25.8 0.8

2,066 2,566 ▲ 500 ▲ 19.5 15.2

13,604 13,714 ▲ 110 ▲ 0.8 100.0

注：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄及び比較欄と一致しない場合があります。

うち臨時財政対策債

合 計

市 債

国 ・ 県 支 出 金

そ の 他 の 収 入

地 方 特 例 交 付 金

22年度
22年度
構成比
（％）

県 税 交 付 金

比　　較
21年度

市 税

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税

■一般会計予算経費別総括表 （単位：億円）

増▲減 増減率（％）

2,029 2,102 ▲ 73 ▲ 3.5 14.9

3,475 2,726 749 27.5 25.5

2,721 3,044 ▲ 323 ▲ 10.6 20.0

2,317 2,656 ▲ 339 ▲ 12.8 17.0
404 388 16 4.3 3.0

1,670 2,031 ▲ 361 ▲ 17.8 12.3

1,083 1,224 ▲ 141 ▲ 11.5 8.0
587 807 ▲ 220 ▲ 27.3 4.3

1,873 1,881 ▲ 8 ▲ 0.5 13.8

1,836 1,929 ▲ 93 ▲ 4.8 13.5

1,467 1,518 ▲ 51 ▲ 3.3 10.8
369 411 ▲ 42 ▲ 10.2 2.7

13,604 13,714 ▲ 110 ▲ 0.8 100.0
注：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄及び比較欄と一致しない場合があります。

22年度
構成比
（％）

人 件 費

扶 助 費

21年度
比　　　　較

22年度

合 計

公 債 費

繰 出 金

義 務 的 繰 出 金
任 意 的 繰 出 金

市 単 独 事 業 費

国 庫 補 助 事 業 費

施 設 等 整 備 費

行 政 運 営 費

行 政 推 進 経 費
行 政 内 部 経 費
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個別の項目については、以下のとおりです。 

 

ア 人件費   

職員定数の削減（対前年度 11 人減）や超過勤務の削減目標を反映させた結果、

2,029 億円（対前年度 3.5％減）の計上となっています。 

 

イ 扶助費   

子ども手当の創設に伴う増（約 470 億円）のほか、生活保護費の増（約 152 億円）

や保育所運営費の増など、福祉や保健、医療サービスの経費が増加し、全体で 3,475

億円（対前年度 27.5％増）の計上となっています。なお、子ども手当等の影響を除

いた伸び率は、対前年度 11.0％増となります。 

 

ウ 公債費   

償還利子の減などにより、1,873 億円（対前年度 0.5％減）を計上しました。 

 

エ 行政運営費   

横浜企業経営支援財団（IDEC）から外郭団体への直接貸付制度廃止に伴い、産業

活性化資金融資事業費が大幅に縮減（約 368 億円）したことなどにより、全体で

2,721 億円（対前年度 10.6％減）を計上しました。なお、産業活性化資金融資事業

費の減の影響を除くと対前年度 1.7％の増となります。 

 

オ 施設等整備費   

公共施設の建設や道路・公園などの整備・修繕の予算である施設等整備費に、

1,670 億円（対前年度 17.8％減）を計上しました。 

内訳としては、市単独事業費が、1,083 億円（対前年度 11.5％減）、国庫補助事

業費については、国の公共工事費の削減の影響などにより、587 億円（対前年度

27.3％減）の計上となっています。 

なお、前年度の予算額には、外郭団体への貸付金の見直しに伴って 22 年度から

廃止した土地開発公社への事業資金の短期貸付などが含まれており、その影響を除

くと、施設等整備費全体では、対前年度 12.8％の減、市単独事業は対前年度 2.3％

の減となります。（詳細は 71 ページ） 

公共工事の発注にあたっては、市内経済活性化の観点から、市内事業者への優先 

 発注や、早期・前倒し発注に引き続き努めます。 

 

カ 繰出金   

高速鉄道事業会計（地下鉄）や下水道事業会計への繰出金の減などにより、1,836

億円（対前年度 4.8％減）を計上しました。 
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コラムその⑥

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「子ども手当」が支給されます！◆ 

 

22 年度から支給される 

「子ども手当」はこれまでの 

「児童手当」と異なり、所得 

制限がなくなりました。これ 

により、中学校修了までの子 

どもを養育するすべての世帯を対 

象に 1 人あたり月額 13,000 

円が支給されます。 

22 年度の横浜市の子ども手当の 

事業費（児童手当部分を含んだ全体） 

は約 698 億円で、そのうち市負担は約 58 億円となります。市の負担額は従

来の児童手当の負担分と同じですが、国費を含めた事業費が大きく増えたため、

扶助費の大幅な増額につながりました。 

（国負担）

１５歳

地方負担（県・市）

従来の児童手当
所得制限
（上限）
654万円

（国負担）

０歳 １２歳

（国負担）

子ども手当

子ども手当　費用負担のイメージ

横浜市事業費　69,844百万円

（市負担分　5,807百万円）

児童手当部分

■一般会計歳出経費別構成比の推移
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7.6
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8.4

8.7

9.8

9.4

13.5

14.1

14.0

14.0

14.7

14.9

17.1

16.6

15.8

15.712.8 12.7

13.7

14.0

14.1

14.5

13.2

13.3

14.0

13.8

49.3

49.8

49.4

49.0

46.2

45.5

44.2

41.8

54.2

48.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22

H21

H20

H19

H18

H17

H16

H15

H14

H13

年度

繰出金市単独事業費 国庫補助事業費人件費 扶助費 公債費 行政運営費

義務的経費の割合

施設等整備費

注1:各年度の数値は当初予算（14年度は５月補正後）により算出したもので、17年度は風力発電事業費会計の設置に

　  合わせて計数を整理しています。

注2:義務的経費とは、一般的には、職員給与などの「人件費」、福祉・医療・子育てなどの経費である「扶助費」、

　　過去に市債を発行して借り入れたお金の返済の経費である「公債費」の３つからなります。



３　22年度における市政運営の主な取組
(1)　22年度局・事業本部の主要事業一覧

※下線を付した事業：新規事業 　◎を付した事業：緊急経済対策

Ⅰ　子ども・教育
（単位：百万円）

＜子育て＞

中学校修了までの児童を対象に1人月額13,000円

を支給（22年度は子ども手当の一部として児童

手当を支給するが、児童手当分については国・

地方・事業主が費用を負担）

　保育所整備 待機児童解消を目指し､保育所整備を推進

保育所整備事業 1,597百万円

　新設等による定員1,310人増

　 ＜新設等＞建設費補助等 11か所(21：10か所)

　 ＜整備促進等＞ 　 　 　12か所(21： 1か所)

保育所老朽改築事業 294百万円

　老朽改築による定員57人増

　22年度当初 定員増合計　1,367人

（21年度当初 747人・5月補正 300人）

　その他の待機児童 待機児童解消のために既存の保育資源を最大限

　解消事業（再掲） に活用する施策を実施

横浜保育室整備費助成事業 53百万円

通園バス購入助成事業 17百万円

一時預かり事業（整備費助成） 15百万円

送迎保育ステーション事業 29百万円

　駅の近くにステーションを設置し、空き定員

　が生じている保育所との送迎をモデル実施

家庭的保育の充実 家庭保育事業 317百万円

従来型（福祉員 5人　定員 15人増）

自宅等での保育

共同型（福祉員 8人　定員 32人増）

複数の福祉員がひとつの部屋を、共同

して運営

NPOなどを活用した家庭的保育事業 38百万円

NPOや株式会社等の事業者に委託して少人数での

家庭的な保育を実施（3か所）

　事業所内保育施設 事業所内保育施設の整備費助成に加え、運営費助成

　助成事業 を新たに実施

＜新規＞3か所（21：設置助成のみ1か所）

（21： 1,344百万円）

（21： 265百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

こ青　子ども手当 69,844 22,806 47,038

(8,202) (5,807) (2,395)

1,891 1,609 282 こ青

(1,152) (1,207) (△55)

114 46 68 こ青

(110) (46) (64)

こ青

2127 6 こ青

(275) (159)

355 190 165

(116)

(21)(6)(27)

27



（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

一時預かり事業の 乳幼児一時預かり事業　　　　　　　　 40百万円

拡充 　理由を問わずに利用できる一時預かり事業を実施

＜新規＞2か所（10月開所予定）

＜継続＞4か所

短時間就労のための乳幼児一時預かり事業

16百万円

　短時間就労をされている方のため、従来より実施

　時間等を延長した乳幼児の一時預かり場所を整備

＜新規＞3か所（10月開所予定）

市立保育所の 市立保育所で定員外入所を実施(5園・定員20人増)

更なる活用 交通の便が悪く、空き定員が生じている保育所に

送迎用の駐車場を整備

　横浜保育室の運営 本市の基準を満たす施設を横浜保育室と認定し、

保育水準の確保等に必要な経費を助成

　定員数4,309人（128施設）

　（21年度当初 定員数4,158人（129施設））

基本助成費

21年度 79,100円→22年度 平均 80,600円に拡大

保育料軽減助成

一律1万円/月→所得に応じ、1～4万円/月に拡大

　私立幼稚園預かり 私立幼稚園が行う､3～5歳児（保育を必要とす

　保育の実施 る園児）を対象とした長時間保育に対して､運

営費を補助　　75園（うち、22年度 新規8園）

・ 運営費補助 75園

・ 実施条件緩和モデル事業＜新規＞2園

土曜休園など開設条件を緩和

　私立幼稚園の就園 私立幼稚園児の保護者の経済的負担を軽減する

　に対する補助 ため、私立幼稚園の保育料等の一部を助成

＜国庫補助分＞

〈例〉兄弟のいない１人目の場合

　生活保護世帯 220,000円（21: 153,000円）

　市民税非課税世帯 190,000円（21: 153,500円）

　市民税所得割非課税世帯

190,000円（21：116,300円）

　市民税所得割  34,500円以下の世帯

106,000円（21： 88,400円）

　市民税所得割 183,000円以下の世帯

 43,600円（21： 62,200円）

＜市単独補助分＞

①国庫補助事業分の受給者（0～63,600円）

　国庫補助分が増額となった場合には、相応する

額を前年から減額

　国庫補助分が減額となった場合には、支給合計

額が前年度同額となるよう市単独補助分を増額

②市単独補助分のみの受給者

補助額の変更なし（48,000～112,000円）

16 － 16 こ青

こ青

6,088 6,007 81 こ青

(51)(5,070)(5,121)

(732) (612)

732

(4,738) (531)

612 120 こ青

(5,269)

(16)

5,293 4,741 552

(24)

(－) (16)

(120)

726百万円

こ青

6百万円

(42)

20

(18)

56 36
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（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

　地域子育て支援 親子の居場所や子育て関連情報の提供、相談、

　拠点の設置 子育て支援のネットワークづくりや人材育成を

実施

　＜新設＞2か所　＜継続＞15か所

　親子の居場所 親と子のつどいの広場 129百万円

　づくり支援 　子育て中の親子が子育ての不安や悩みを解消

　するための広場の提供

　＜新規＞3か所　＜継続＞28か所

私立幼稚園はまっ子広場 23百万円

　幼稚園の園庭、園舎を地域の親子に開放し､

　交流等の場を提供

　常設園：＜継続＞22か所

　非常設園：＜継続＞6か所

親と子のつどいの広場を活用し、一時預かりを実施

　＜新設＞6か所

　（再掲）

　多様な保育ニーズ 障害児保育 1,229百万円

　への対応 　実施か所：全園実施（21: 399か所）

一時保育 662百万円

　実施か所：249か所 （21: 229か所）

休日保育 32百万円

　実施か所：18か所  （21:  15か所）

病児保育 249百万円

　実施か所：18か所　（21:  14か所）

　放課後児童育成 放課後キッズクラブ 1,150百万円

　推進 　22年度末実施か所：＜新規＞24か所

　　　　　 　　　　　 ＜継続＞69か所

はまっ子ふれあいスクール 1,944百万円

　22年度末 実施か所：257か所（21末：280か所）

放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ) 

1,297百万円

　22年度末実施か所：197か所（21末：189か所）

法人以外の運営委員会が自己保有している建物の

施設修繕費を新たに助成 (上限)2百万円×2か所

　子育て家庭応援 子育て家庭や妊娠中の方が、ハマハグ協賛店舗

　事業 等で設備･備品の利用や割引優待などの子育て

応援サービスを受けられる事業の実施

　不妊相談・治療費 特定不妊治療を受けている夫婦に対し、治療費

　助成事業 の一部を助成するとともに、不妊相談を実施

1回あたり15万円（21：10万円）、年2回まで

こ青

こ青

こ青

こ青

201

こ青

　広場を活用した

　一時預かり事業
7 － 7

(106) (97) (9)

152 132 20

(1)

(242)

こ青

270 213 こ青

(107)

(143)

(△11)

1

(135)

(1,598)

(3,262)(3,405)

2,172 1,775

(4) (－)

338

(12)

483

848 510

4,391

13

4,190

12

(478)(763) (285)

(1,937) (339)

397

(4)

29



（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

　妊婦健康診査事業 妊婦に対して健康診査の受診費用を補助

・補助額　12,000円× 2回

        4,700円×12回　　

産前産後ケア事業 体調不良等で子どもの養育に支障があり、育児

負担の軽減を図る必要がある母親に対し、ヘル

パーを派遣

　21年度対象者：産後6か月以内の非課税世帯

　22年度対象者：妊娠中～産後8週間

  課税世帯も対象

　こんにちは 委嘱する地域の訪問員が生後4か月までの乳児

　赤ちゃん訪問事業 のいる家庭を訪問し、子育て情報等を提供

　働きやすく子育て 男女がともに働きやすく子育てしやすい職場づ

　しやすい横浜の くりを積極的にすすめる市内事業所を認定・表

　企業づくり支援 彰し取組を広く紹介（よこはまグッドバランス

賞） 4百万円

　従業員300人以下の市内事業所を対象

　（15事業所）

ワーク・ライフ・バランス推進事業 15百万円

　市内企業のワーク・ライフ・バランスを

　促進するための普及･啓発

　青少年の自立支援 ◎地域ユースプラザの設置運営補助 89百万円

　青少年相談センター及びよこはま若者サポー

　トステーションの支所的機能を有する地域ユー

　スプラザを設置し、運営を支援＜継続＞3か所

◎よこはま若者サポートステーションの運営補助

42百万円

　青少年の職業的自立に向け、総合相談や職業

　体験事業等を実施する拠点の運営を支援

ヨコハマユースフォーラム 1百万円

　青少年の自立支援に向けたネットワークを

　形成するため、フォ－ラムを開催

◎よこはま型若者自立塾 17百万円

　無業や、ひきこもり状態にある青少年を対象

　に豊かな自然の中での共同生活等を通じて、

　社会参加や職業的自立に向けた支援を実施

青少年相談センターの機能強化等 3百万円

　社会参加・就労体験、若者支援者育成事業を実施

　児童養護施設等に 児童養護施設の新設・改築 261百万円

　おける家庭的支援 　新設（都筑区川和町）

　の充実 　聖母愛児園（中区山手町）の改築

地域小規模児童養護施設の運営・整備 86百万円

里親対応専門員による支援 16百万円

こ青

こ青

(42)

(24)

△ 108

10

79

19

(151) (127)

(283)

363

(241)

こ青

(△7)

こ青21

市民10

(230)

9

69 10

(10)

(1,579)

437

(69)

152 131

471

(6) (13)

(59)

(10)

(1,809)

2,856 2,419

こ青

3

(7)

こ青7

(3)

30



（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

　ＤＶ被害者等に ＤＶ被害等を受けた母子等への支援体制の充実

　対する地域での 　民間シェルター等への専門職員等の配置

　生活に向けた 　4人（前年同）

　支援の充実 　母子生活支援施設退所後のフォロー支援職員

　配置施設数　6か所（21：4か所）

　女性に対する暴力 性別による差別等の相談、若者向け暴力予防啓

　の根絶に向けた 発講座、暴力防止キャンペーンの実施

　事業

　母子生活支援施設 ＤＶ・経済的困窮等から行き場を失った母子に

　緊急一時保護事業 ついて、緊急に必要な保護や支援を実施

　実施か所：4か所（前年同）

　母子生活支援施設 老朽化が進んだ、いそごハイムの民設整備に

　の整備 向けた基本設計費（港南区野庭町）

　小児医療費の助成 通院は就学前まで、入院は中学卒業までの医療

費の自己負担分を助成

＜教育＞

中期計画に基づく運営交付金・貸付金

運営交付金 計　11,266百万円 （21：12,319）

　（一部再掲） 　大学分 7,289百万円 （21：7,504）

　附属病院分 3,164百万円 （21：3,775）

　センター病院分 813百万円 （21：1,040）

貸付金 計　548百万円 （21：987）

　附属病院分 348百万円 （21：787）

　センター病院分 200百万円 （21：200）

　きめ細かな教育の 児童支援体制強化事業 118百万円

　推進 　いじめや不登校、発達障害などの子どもに関

　する諸課題対応への校内の中心的役割を担う

　『児童支援専任教諭』を配置（授業を代替す

　る非常勤講師を派遣）　小学校 70校

　平成26年度までに全校配置予定

スクールサポート事業 259百万円

・円滑な学級運営やきめ細かな授業を実施する

　ために非常勤講師を派遣

　派遣数：150人（21：100人）

　小学校100人（全学年に対応）、中学校50人

・教員志望の学生等をボランティアとして募集

　し、教員のアシスタントとして小中学校に派

　遣   派遣数：200人（21：150人）

210 教育167

5

(167)

　市立大学運営交 11,814 13,306

(20) (15)

64 64

(4,187)

(40) (40)

　付金・貸付金 (11,814) (13,306) (△1,492)

20 15

(5)

 (－)

(△5)

△ 1,492

(210)

8

－

市民△ 418

健福6,191

都経

こ青

－

(377)

 (－)

(4,192)

377

6,199

(14) (18) (△4)

8 －

－

8

14

こ青

こ青

【主な減額理由】
市大中期計画に沿って運営交付金・貸付金を削減したため
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（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

　ヨコハマ語学教育 外国語教育推進事業 997百万円

　の推進 ・外国人英語指導助手（ＡＥＴ）を配置

　　小学校　122人（前年同）

　　中学校　 96人（前年同）

・中学校英語教育推進校 20校

　　英語指導助手を常駐させ、英語力向上に

　　つながる指導法や教材開発の実施

・小学校での外国語活動の体制充実のため

　　地域人材の活用や必要な教材教具の購入等

小学校国際理解教室 119百万円

　全小学校及び特別支援学校（1校）に外国人

　講師を派遣し実施

国語力向上推進事業など 42百万円

　国語力向上推進校　小中学校全校（21：94校）

　教師力の向上 よこはま教師塾の運営 37百万円

　本市教員希望者100人程度

若手教員研修、主幹教諭研修 14百万円

　新たな特別支援 特別支援学校の拡充整備

　教育の推進 　新治特別支援学校（実施設計）

　（旧若葉台東小学校の活用）

　小中一貫教育推進 「小中一貫教育推進ブロック」全市140ブロック

　事業 のうち29ブロックに非常勤講師を配置し、事業

を推進

　方面別学校教育事 横浜の「教育の質」を向上させるため、より学

　務所運営費（教育 校現場に近いところできめ細かい支援・指導を

　行政組織の再編） 実現する方面別学校教育事務所（4方面）の開

設・運営を行う。

・方面別学校教育事務所の運営

131百万円

 ・方面別授業改善支援センター(ハマ・アップ)

　及び学校課題解決支援チームの運営等 87百万円

　小・中学校の整備 校舎の建設

　新設：あかね台中学校

　増築：川上北小学校、市ケ尾小学校

不足教室への対応など（プレハブ設置など）

　市立学校食教育 食教育シンポジウム２０１０の開催、家庭向け

　推進事業 の「食教育だより」の発行、市立中・高校の各

学級に食育カレンダーを配布

教育

(6)

(△108)

(42)

(1,158)

52

1,158

(52) (160)

1,186

(1,186)

(50)

50

46

△ 8

5

教育

教育

教育

教育

(△28)

△ 28

(△8)

△ 1

(△1)

△ 45

(15)

(218) (211) (7)

7218

(2,898)

3,410 3,455

(9) (10)

(2,883)

(42) (36)

189

211

42

9 10

教育

教育

△ 137

51

【主な減額理由】
日野中央高等特別支援学校改修整備終了のため　△94百万円
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（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

　学校特別営繕費 計画的修繕・整備など

　耐震補強工事 校舎18校（21：26校）

　老朽化した屋内運動場の改修　2校（21：10校）

　地域交流室の整備　25校（前年同）

　校舎屋上防水及び校舎サッシ改修など

◎ゼロ市債の設定

21年度2月補正で、21年度支出を伴わない(ゼロ)

債務負担行為を設定。これにより22年度になっ

てすぐに着工し前払いが可能

　いじめ・不登校 児童・生徒指導推進費 16百万円

　対策等関連 　児童生徒の非行等問題行動の防止及び健全育

　成に係る諸施策の展開

子ども及び保護者への対応策 811百万円

　いじめ110番の24時間対応

　教育相談事業

　　一般教育相談、専門相談

　区教育相談事業

　　区子ども・家庭支援相談、学校計画訪問

　スクールカウンセラー等活用事業

　　全市立中学校及び市立小学校4校、市立高等

　　学校3校にスクールカウンセラーを配置する

　　とともに、小中連携配置により小学校112校

　　への巡回相談を実施。また、スクールソー

　　シャルワーカーを一部の学校へ配置

　不登校対策事業

　　ハートフルスペース（適応指導教室：2か所）

　　ハートフルルーム（相談指導学級：8か所）

　　ハートフルフレンド家庭訪問

（派遣回数：670回）

　就学奨励費の支給 経済的に困窮している家庭の児童・生徒に就学

に必要な経費を支給。22年度から対象経費を拡大

対象：学用品費、修学旅行費、クラブ活動費、

　　　ＰＴＡ会費　等

教育

(1,740) (1,218) (522)

1,796 1,270 526

(746)

－13,316

(11,381) (10,635)

13,316

教育

教育

(△11)

827 841 △ 14

(727) (738)
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Ⅱ　福祉・保健・医療
（単位：百万円）

＜高齢者＞

　特別養護老人 入所の必要性･緊急性が高い高齢者が、申込か

　ホームの整備 ら概ね1年以内に入所可能となるように整備を

促進(中期計画：22年度まで年間約900床整備)

22年度整備計画1,110床(21：1,734床)

　＜新規＞ 390床

　＜継続＞ 720床

　地域ケアプラザ 建設7か所（21：8か所）

　の整備 　＜新規＞４か所（生麦、芹が谷、川島、恩田）

　＜継続＞３か所（今宿西、上笹下（仮称）、

　　　　　　　　　二ツ橋第二）

設計1か所（笹野台）（21：－）

身近な地域での福祉活動を活発化し、多世代の

交流を促進する拠点を整備

　認知症グループ 防火安全対策を強化するため、スプリンクラー

　ホーム消防設備 の設置を促進

　設置費助成 　＜整備＞58か所

　介護保険事業 第1号被保険者数　約73万人（21：約71万人）

保険給付費　 181,752百万円

　在宅介護サービス 87,100百万円

　地域密着型サービス 18,215百万円

　施設介護サービス 67,671百万円

　高額介護サービスなど  8,766百万円

地域支援事業  4,349百万円

　介護予防事業 398百万円

介護予防普及啓発、体力向上プログラム、

脳力向上プログラム、運動プログラム

口腔ケア・栄養改善プログラム等の実施

　包括的支援事業（地域包括支援センター：

　128か所） 3,109百万円

　任意事業(給付費適正化､食事サービスなど) 

 842百万円

事務費等 5,424百万円

うち介護保険給付費準備基金積立金 214百万円

　介護支援ボラン 高齢者が行うボランティア活動の範囲を、介

　ティアポイント 護施設以外に拡大し、換金・寄附ができる「ポ

　事業（再掲） イント」を交付する

　 ※介護保険事業費会計で実施（再掲）

21年度事    業    名 22年度

(729)

821 1,133

局名増△減 説　　　　　明

△ 312 健福

△ 67

(1,069) (△340)

(-) (-)

(27,538) (26,812)

49

(3)(6)

24

4,688 健福

25

(726)

健福

3,590 4,900

(3,565) (4,875)

健福△ 1,310

(△1,310)

(-)

健福60

(-)

健福

(3)

　地域福祉・交流 60 －

191,525 186,837

　拠点モデル事業 (-) (-)

277 344

【主な減額理由】
ほぼ計画数が達成される見込みとなり、整備数が減ったため
△1,295百万円

【主な増額理由】
被保険者数の増加等に伴い
保険給付費が増えたため　6,711百万円

【主な減額理由】
整備が終了した施設が多かったため　△823百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　医療対応促進 医療依存度の高い利用者の受入が多い特別養護

　助成事業 老人ホームなどに運営費を助成

　海外からの介護福 経済連携協定に基づく海外からの介護福祉人材

　祉人材就労支援 が、市内の施設で円滑に就労できるよう支援

　事業 （受入施設への助成等　17施設、40人）

離職者等が施設で働きながら介護資格を取得で

きるプログラムの実施

◎福祉人材就業支援 ヘルパー増加作戦事業 25百万円

　事業 　雇用の確保と市内福祉施設等の就業者数増加

　を目的に、訪問介護員（ヘルパー）養成研修

　2級課程の資格取得費用の一部を補助

福祉人材マッチング事業 2百万円

　インターネット上での福祉関連求人情報提供

　への支援や就職説明会を開催

　福祉人材緊急確保 特別養護老人ホームの施設職員の処遇改善等に

　事業 充てるための経費の補助など

（22年度までの時限事業）

一人暮らし高齢者等に対する見守り活動等によ

り、住みなれた地域で安心して暮らせる環境を

整備 ＜整備＞2地区

日常の買い物が困難な高齢者に対し、買い物支

援を実施

　小規模多機能型 身近な地域で24時間365日の介護サービスを提供

　居宅介護事業所 する小規模多機能型居宅介護事業所を整備

　の整備 介護基盤緊急整備特別対策事業 368百万円

　整備促進のため、整備費のほか運営費を補助

　＜整備＞14か所（21：10か所）

事業所開設運営費補助 137百万円

スプリンクラー整備特別対策事業 20百万円

地域ケアプラザモデル整備事業等 4百万円

　敬老特別乗車証・ 市営バス･市営地下鉄･民営バス･金沢シーサイド

　特別乗車券の交付 ラインが利用できる乗車証等を交付

　敬老特別乗車証事業10,242百万円（21：10,231）

　　70歳以上の高齢者が対象

　特別乗車券事業　　 3,786百万円（21：3,842）

(266) (184)

27 56

(47)(71)

368

(82)

82

健福

健福

266 184

△ 29 健福

374

(-) (-)

－ 32

155

△ 45

(91) (71) (20)

14,07314,028

(2) こ青

71 47

－

(12,537)(12,539)

(-)

(-)

32

　安心生活支援モデ

　ル事業

－

529

　－ト事業

健福

健福13

　高齢者買い物サポ

　一人暮らし世帯等

(△29)

◎「働きながら資格

(56)

231

(242)

368 健福

(24)

健福24

健福

(-) (-)

13

(-) (-)

244

(-)

(227)

　をとる」介護雇用

　プログラム推進事

(27)

　業

13 健福

(15)
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

＜障害児・者＞

親なき後も安心して地域生活が送れる仕組みの

構築 380百万円

　・後見的支援の充実

　　定期的な見守り支援等のしくみの段階的

　実施（4区）、法定後見支援の充実等

　・多機能型拠点整備事業

　　医療的ケアを要する在宅障害者が必要とす

　るサービスを一体的に提供する拠点の整備

　（2か所）

障害者の高齢化・重度化への対応 242百万円

　・高齢化・重度化対応グループホーム・モデ

　ル事業

　・民間住宅居住支援

　　　入居保証料助成、居住継続支援等

　・医療的ケア研修の実施

地域生活のためのきめ細かな対応

1,279百万円　

　医療・受診環境の充実 105百万円

　・肺炎球菌ワクチン接種補助

　・精神科救急基幹病院機能強化事業など

　総合的な移動支援施策体系の再構築

369百万円

  ・ガイドボランティアの拡充

  ・福祉タクシー券の利用方法の見直し

　・情報の共有化やカーシェアリングの検討など

　その他 805百万円

　・松風学園再整備

　・精神障害者の家族支援

　・高次脳機能・発達障害者の支援体制の強化

　・日常生活用具基準額・品目等の見直し

　・特別避難場所への福祉用具の備蓄の促進など

　障害者自立支援法 自立支援給付 32,680百万円　

　関連事業 　介護給付・訓練等給付 24,134百万円

（一部再掲） 　　障害者支援施設等自立支援給付費

　　ホームヘルプ

　　障害者グループホームＢ型設置運営費補

　　助事業 　など

　自立支援医療関連事業費 7,933百万円

　　精神通院医療給付、育成医療給付、更生

　　医療給付

　補装具 613百万円

地域生活支援事業 11,492百万円　

　ガイドヘルプ、障害者自立生活アシスタント

　派遣事業等

こ青(1,220)

　将来にわたる 1,901 194
　あんしん施策

1,707

6,125 健福

(18,026) (2,511)

44,172 38,047

健福

(15,515)

(1,269) (49)

【主な増額理由】
自立支援サービス給付費単価及び利用件数が上がったため
4,804百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　障害児の居場所 学齢期の障害児が、放課後や夏休み等に

　づくり のびのびと過ごすことのできる居場所を確保

（一部再掲） 　＜新規＞4か所　＜継続＞17か所

医療ケアが必要な障害児に対応するための

看護師の配置：2か所

　地域療育センター 地域療育センター及び総合リハビリテーション

　児童デイサービス センターで、知的な遅れのない発達障害児に、

週1回程度の集団療育を実施

・ 児童デイサービス運営費　2か所

・ 事業準備開始経費　　　　6か所

　地域療育センター 8館目の整備のための基本設計費

　の整備 （港南区野庭町）

（再掲）

　社会福祉法人型 地域で暮らす障害者を支援する拠点施設として

　障害者地域活動 地域活動ホームを各区1か所整備

　ホームの整備 　＜建設＞　1か所（青葉）

　累計17か所

　障害者施設の整備 　＜建設＞　1か所

（一部再掲） 　就労支援型施設（鶴見区）

　＜設計＞　5か所

　多機能型拠点（再掲）　2か所

　障害者支援施設再整備　1か所　ほか

　＜解体・改修＞　4か所

　精神障害者生活 精神障害者の日常生活を支援する拠点施設とし

　支援センターの て生活支援センターを整備

　整備 　＜建設＞　2か所（鶴見、瀬谷）

　障害者自立生活 障害者が安定した地域生活を送るため、専門職

　アシスタントの 員（自立生活アシスタント）が生活上の相談や

　派遣（再掲）　 助言を実施

　 知的16か所　精神7か所　発達1か所　高次脳1か所

　障害者グループ 障害者が地域で自立した生活を送る場である

　ホームの整備 グループホームの整備を促進

　＜新設＞　40か所（21：36か所）総数509か所

　障害者グループ 防火安全対策を強化するため、スプリンクラー

　ホーム消防設備 などの設置を促進

　整備助成

(15) (－) (15)

15 こ青

こ青

健福

95

82百万円

(371)

439 健福

(95)

20百万円

211 50 こ青161

(161) (50)

健福

健福

(42)

156

(143)

143 138

健福

健福

48

(15)

(27)

15

5

△ 2,455

(813) (△672)

(19)

47

(1,485)

976 3,431

(75)

(50)(92)

120 73

(89)

(48)

795

(342)

(70)

242 194

141

(102) (7)

(713)

－

356

(128)

15

102 7

(211)

【主な減額理由】
用地取得が終了したため　△2,604百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　障害者地域作業所 障害者地域作業所、地域活動支援センター等の

　・小規模通所施設 設置・運営

　の運営 　障害者地域作業所

　（一部再掲） 　＜新設＞ 身体・知的 1か所（21:1か所）総数 24

精神　　 　0か所（21:1か所）総数  5

　地域活動支援センター

　＜新設＞ 身体・知的 11か所（21:2か所）

総数　128

精神　　　　6か所（21:6か所）

総数　 67

＜健康保健＞

老朽化している衛生研究所（磯子区）の金沢区

への移転再整備関連経費（設計等）

　がん対策の推進 先端医科学研究センターの施設整備等 156百万円

（市大運営交付金の一部）

重粒子線がん治療にかかる人材育成 3百万円

（市大運営交付金の一部）

がん検診　　　　　　　　　　　　　　

　・各種がん検診の実施 1,678百万円

　　がん予防・早期発見の促進

　（胃･肺･子宮･乳･大腸･PSA検査（前立腺））

　・女性特有のがん検診推進事業 844百万円

　（22年度受診者数見込　78,000人）

　　20･25･30･35･40歳の子宮頸がん、

　　40･45･50･55･60歳の乳がんの無料受診

　　＜22年度は国1/2、市1/2の費用負担＞

自殺対策のための普及啓発を図るとともに、自

殺未遂者再発防止事業や鉄道駅等での防止対策

のための補助を実施

＜セーフティーネット＞

　被保護者の就労 就労支援専門員等を活用し、被保護者に対し求

　支援 人情報の提供や求職方法についての助言などを

行い、就労を支援

　就労支援専門員33人（21：25人）

　（中区5人、鶴見区4人、南区3人、神奈川区・

　保土ケ谷区・港北区・戸塚区・瀬谷区・旭区

　2人、その他の9区に1人ずつ配置）

無料職業紹介事業

　各区で被保護者を対象とした求人開拓を実施

◎地域日常生活自立 生活保護受給に至らない生活困窮者を対象とし

　支援 た就職支援などの実施

　自殺対策事業 33 健福

健福

健福

健福

健福

(－)

△ 1

(30) (5) (25)

(2,254)

(2) (2) (-)

2,038 643

　再整備事業

　衛生研究所 30 5

5,143

都経

25

(－)

157193

(－)

44

36

(－)

11

(221)

2,681

399

(301)

(9)

健福

(2,827)

(2,033)

(9)

(3,128)

4,744

17 18

38



（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　生活保護費 生活扶助、住宅扶助ほか

生活扶助 658,340人（21：566,208人）

住宅扶助 652,220人（21：564,172人）

医療扶助 1,342,018件（21：1,218,403件）

介護扶助 74,954人（21：82,813人）

◎住宅手当緊急特別 離職者であって住宅喪失者等に、住宅手当を支

　措置事業 給し、就労機会の確保を図る

＜医療＞

　救急医学教室の 救急専門医を養成するため、市立大学医学部に

　設置 救急医学教室を設置（市大運営交付金の一部）

　医師等人材 医師をはじめとした医療従事者の安定的確保の

　確保対策事業 ため安心して働ける環境整備を支援

　24時間院内保育促進助成（2か所） 2百万円

　ワークシェア推進助成 10百万円

　新規　1か所（累計　4か所）

産科医師確保助成　（1か所） 7百万円

働きやすい環境確保助成　（1か所） 1百万円

　初期救急医療対策 休日急患診療所運営費等助成 261百万円

夜間急病センター運営費助成 81百万円

深夜帯小児科初期救急助成 10百万円

救急医療センター運営委託 207百万円

救急医療情報センターの機能強化 10百万円

小児救急電話相談機能拡充事業 21百万円

　深夜帯を含めた受付時間の延長

（平成22年10月から）

　産科・周産期医療 市民が安心して出産できる体制を整備

　体制の充実 　産科あんしん電話相談 14百万円

（一部再掲） 　産科病床設置促進助成 10百万円

　産科医師確保助成（再掲） 7百万円

　診療所医師に病院出務の際の手当支給等4百万円

　助産所嘱託医療機関確保助成 4百万円

　助産所等設置促進 10百万円

　助産師スキルアップ支援 1百万円

　早期産後ケア促進 2百万円

周産期救急医療体制の充実確保

　新生児集中治療室等整備助成 17百万円

　周産期救急病院体制強化助成 49百万円

　　産科医2人体制で救急に対する病院への助成

　産科医師緊急出務助成 8百万円

　周産期センター運営費助成 68百万円

　周産期救急連携病院運営費助成等 18百万円

(－)

(△6)

32 健福

30

(212) (152) (60)

212 152 60 健福

△ 6 健福

(66)

(20) (26)

590 558

20

(30)  (－)

108,430

30

93,200

(21,984)

－

(－)

(586) (520)

26

(25,447)

1,294

15,230 健福

1,294

(3,463)

－

(30)

都経

健福

(－)

【主な増額理由】
生活保護受給者の増加により生活扶助等が増えたため

39



（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　救急医療体制 質の高い救急医療が受けられる体制を整備

　の充実 　小児救急医療対策事業 165百万円

　二次救急拠点病院事業 200百万円

　病院群輪番制事業 182百万円

　24時間365日対応する二次救急拠点病院を新た

　に位置づけ（20か所）

　精神科救急医療 精神科の救急医療体制を充実させることで、安

　体制の充実 定した受け入れ体制を確保する。

（一部再掲） 　精神科救急医療対策事業 273百万円

　精神科救急協力病院保護室整備事業 31百万円

　　整備数　10床

精神科救急基幹病院機能強化事業 15百万円

　国民健康保険事業 被保険者数　　  約95万人(約57万世帯)

保険給付費　   　 216,982百万円

後期高齢者支援金等　 39,052百万円

介護納付金　 15,808百万円

共同事業拠出金　 34,887百万円

保険運営費等　 8,485百万円

保険料限度額

＜医療給付費分＞　 50万円（21：47万円）

＜後期支援金分＞ 13万円（21：12万円）

＜介護納付金分＞ 10万円（前年同）

　後期高齢者医療

　事業 医療費負担1割（現役並み所得の方は3割）

均等割額　39,260円、所得割率　7.42/100

保険料上限額　50万円

低所得者、被扶養者であった方の保険料減免は

継続される予定

健福

98

(91)

(25,232) (398)

(27)(255)

(22,736) (△585)

健福51,256 456 被保険者数　　約31万人

315,214 299,698 15,516 健福

(22,151)

51,712

(25,630)

449

(282)

(521) (430)

319 278

547

41

健福

【主な増額理由】
1人あたりの医療費が増加したことにより、
保険給付費が増えたため　15,537百万円
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Ⅲ　市民活動、市民の安全
（単位：百万円）

＜市民協働＞

　地域における 地域防犯活動支援事業 　8百万円

　防犯・防火・防災 　犯罪発生に応じた迅速な防犯対策事業の実施

　活動支援

繁華街対策事業 　6百万円

　初黄・日ノ出町地区、曙町地区など

横浜防災ライセンス 　1百万円

　指導員の能力向上のための研修開催

　ライセンス取得者の活用検討

　各区ライセンスネットワーク支援

　コミュニティ しゅん工：2か所（鶴見中央、日野南）

　ハウス整備事業 着工：1か所（浅間（移転））

設計：2か所（別所、桂台）

　市民発意による 地域まちづくり推進事業

　地域まちづくり ・地域まちづくり活動団体への専門家派遣、

　の推進 　活動助成等

・ヨコハマ市民まち普請事業

　市民提案による身近な地域の施設整備に対す

　る助成

　身近な地域・元気 身近な地域・元気づくりモデル事業

　づくりの推進 　地域課題を解決するため、市民が主体的に行

　う活動の支援、人材育成、自治の視点に立っ

　た検討

　新規10地区（22年度末累計：40地区）

　市民主体の取組 市民活動総合支援拠点事業 157百万円

　への支援 　市民活動支援センターの運営及び地域展開など

地域活動支援事業 20百万円

市民活動保険など市民活動を側面から支援

市民活動支援事業 26百万円

市民活動団体への活動資金などに関する支援

地域活動推進費 1,158百万円

自治会町内会等の公益的な地域活動への補助

自治会町内会館整備助成事業 122百万円

市民力発揮推進事業 10百万円

　特定非営利活動 神奈川県から事務移譲される特定非営利活動法

　法人設立認証等 人設立認証等の事務の実施

　事務

80 79 1

(80) (79) (1)

都整

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

△ 188

(281) (△78)

市民345 533

(359)

4438

(1,441) (1,424)

(38) (44)

1,493 1,454

(10)

10

(14)

14

39 市民

(17)

(4)

4 市民

(△6)

市民△ 6

15 31 △ 16 安全

(15) (28) (△ 13)

【主な減額理由】
上大岡・常盤台・新橋コミュニティハウスの
整備が完了したため　△273百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　総合型地域 幅広い年齢層を対象に、複数の参加種目が用意

　スポーツクラブ された総合型地域スポーツクラブを、地域住民

　の育成 が自主的に設立・運営するための支援

新規5クラブ（22年度末累計：22クラブ）

　個性ある区づくり 地域特性やニーズに応じた自主企画事業費を活

　推進費 用した区政の推進や区庁舎・区民利用施設管理

費など

　自主企画事業（旧一般事業費含む）

2,516百万円（21：2,970百万円）

　区局連携事業（事業所管局に予算計上）

83百万円（21: 124百万円）

　ぬくもりある区民サービス向上支援事業

100百万円

区庁舎・区民利用施設における区民サービス

向上に対する取組への支援

＜国際都市＞

　羽田空港再拡張・ 羽田空港再拡張事業に対する無利子貸付

　国際化推進 17～22年度累計：100億円

　ＡＰＥＣ横浜開催 2010年日本ＡＰＥＣ首脳会議等の横浜開催に伴

　推進事業 い、開催都市として会議が円滑に行われるよう

　（関連事業含む） 側面的支援等を行う。あわせて、「おもてなし」

「アピール」「親しみ」の3つの基本姿勢を実

現するための具体的な取組を行う。

①会議を成功させるために必要なセキュリティ

　対策などの環境整備（開催支援経費）429百万円

　消防・医療対応、施設管理強化、地元説明会、

　案内表示多言語対応等

②会議関係者への「おもてなし」 22百万円

　ボランティア協働、街の装飾等

③横浜の魅力の「アピール」 44百万円

　視察プログラム、ＰＲブース等

④市民がＡＰＥＣに「親しむ」 103百万円

　市民への広報周知、開催記念イベント等

　観光・コンベン 大型国際コンベンション誘致事業 10百万円

　ションの推進 コンベンション誘致・開催支援事業 64百万円

ＭＩＣＥ客受入体制の充実 20百万円

横浜宣伝誘客による国際観光客いっぱい事業

4百万円

客船誘致推進事業 47百万円

港湾

安全

健福

環境

経済

道路

市民

(573)  (－) (573) 市民

都整

598 － 598 開港

1,216

(14,058) (14,573)

14,625

1,243

15,164

8

(7) (8)

7

市民

(△1)

(1,243) (1,216) (27)

△ 1

(△515)

27 都経

△ 539

開港

(145) (131) (14) 経済

145 131 14

港湾
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

上海万博を活用した中国向け横浜観光ＰＲ

41百万円

　上海万博日本産業館への出展及び「横浜ウィー

　ク」におけるステージイベントの実施

シティーセールス事業 5百万円

友好団派遣による上海市との交流 2百万円

　国際協力及び シティネット事業 34百万円

　国際平和推進 　シティネット活動支援等

国際協力平和推進事業 132百万円

　国際機関等への支援、平和啓発事業の実施等

　（公共建築物の長寿命化経費等除く）

　国際交流ラウンジ 国際交流ラウンジ整備事業

　の整備 　施設整備：鶴見

　機能付加（既存施設の活用）：南

上下水道分野および廃棄物分野の技術・ノウハ

ウなどの本市経営資源等を活用し、国際貢献を

果たしていく方策の具体化に向けた検討

＜文化創造都市＞

　文化施設整備事業 区民文化センター

　鶴見（しゅん工）、緑（工事）、

　戸塚（設計）

　創造都市市民力 開港150周年の取組として培った市民の自主的な

　継承事業 活動を継承・発展させ、創造都市の施策を都心

臨海部に加え、郊外部にも展開

　創造界隈形成 都心部歴史的建造物等活用事業 266百万円

　日本郵船倉庫、旧第一銀行、旧老松会館等を

　創造都市推進拠点として活用

アーツコミッションの運営 60百万円

　アーティスト・クリエーター等のワンストップ

　相談窓口など

地域再生まちづくり事業 121百万円

　初黄・日ノ出町地区において、文化芸術による

　まちづくりを推進

　横浜トリエンナー 横浜トリエンナーレ2011の開催準備経費（組織

　レの開催準備 委員会負担金等）

　埋蔵文化財センタ 21年度に旧野七里小学校に移転した「埋蔵文化

　－移転再整備事業 財センター」の耐震補強工事を実施

(△25)(68) (93)

(△126)

△ 126

447 47400

84 210

(84) (210)

都経

共創

△ 1,747

73 142 都経

(△7)

3,229

△ 7

市民

開港

開港

166 237

(128) (199)

　業

1,482

68 △ 25

(1,482) (2,273) (△791)

93

　行政資源等の活用 5 12

(12)　による国際貢献事 (5)

(14)

54107 53

(△ 29)

(△71)

△ 69

△ 71

経済　上海万博への出展 48

　等 (48) (23) (25)

23 25

都経

開港

教育

(73) (102)

(46)

(447) (47)(400)

(60)

【主な減額理由】
鶴見区　区民文化センターの工事が進み
工事費が減ったため　△1,745百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

＜危機管理＞

　救える命を救い 消防隊等及び小型乗用車タイプの救命活動車

　たい！救命体制の への救急資器材の整備 29百万円

　充実 　消防隊等へＡＥＤ4台を追加配備(計144台整備)

　その他救急資器材の購入

応急手当普及啓発 　40百万円

　普通救命講習、上級救命講習などの実施

　中学校生向けの学習資料を作成

　指導・監視強化に 消費生活総合センターによる消費生活相談の

　よる安全安心の 実施など 176百万円

　確保 ◎消費生活総合センターの機能強化 80百万円

　相談窓口の強化など、相談体制・機能の充実

建築基準法、都市計画法、宅地造成等規制法の

違反建築物等に対する、行政代執行の促進調査

委託等 29百万円

　建築物耐震性向上 【公共建築物の耐震改修等】

　区庁舎の再整備 183百万円

　　工事（瀬谷）     　調査（南、港南）

　区庁舎等の耐震補強工事

　　設計（西、中土木） 調査（緑、金沢）

　学校耐震補強工事　校舎18校（21：26校）

3,348百万円

　横浜総合高等学校の再整備 20百万円

　消防署所の整備

　　青葉台消防出張所（仮称） 554百万円

　市立保育所耐震改修 101百万円

【民間建築物の耐震改修等】

木造住宅・マンション等の耐震診断・改修

　木造住宅耐震改修 459百万円

　　耐震診断士派遣 1,200戸（21:1,200戸）

　　※ 対象を借家へ拡大（自己負担あり）

　　耐震改修助成 　230戸（21:　220戸）

　　※ 対象を住宅の一部改修へ拡大

　　防災ベッド 　 10戸（21: 　24戸）

　マンション耐震改修 131百万円

　　耐震診断の実施

　　　予備診断            50棟（21:   50棟）

　 　 本診断              15棟（21:   15棟）

　　耐震改修助成

　　　設計　2件（21:4件） 工事 1件（21:3件）

　特定建築物耐震改修 68百万円

　　耐震診断の実施    13棟（21:   15棟）

　　※ 緊急交通路沿道において対象を拡大

　　耐震改修助成

　　　設計 5件（21:5件）　工事 5件（21:5件）

4,864 8,563

(5,699)(2,892)

69 83

(69)

(△2,807)

(83) (△14)

教育

安全

まち

△ 3,699 市民

こ青

安全

まち

285 260 25 経済

(200) (224) (△24)

△ 14

【主な減額理由】
小中学校耐震補強工事が進み工事実施件数が
減ったため　△2,326百万円
市庁舎耐震補強工事終了のため　△1,153百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　新型インフルエ 新型インフルエンザ流行による被害を最小限に

　ンザ対策事業 抑えるための対策の実施

医療機関等への資器材の整備（マスク、感染防

護服等）、市民に向けた広報啓発の強化等

386百万円

市・区対策本部職員用の資器材の保管 1百万円

市立学校における対策の実施 5百万円

　学校へのマスクの配布等

　公園遊具等を支え 地域との協働による新しい遊具の安全管理の仕

　る地域安全マネジ 組みを構築しつつ、19年度に撤去した公園遊具

　メント推進事業 の更新を引き続き実施

　遊具等リニューアル事業 165百万円

　市民の森等危険施設緊急改修事業 62百万円

　子どもの遊び場 子どもの遊び場等にある遊具を安全に利用でき

　遊具等予防保全 るよう予防保全を実施

　等

　市大金沢八景キャ 金沢八景キャンパス校舎の耐震補強等を実施

　ンパスの耐震性 　22年度は理科館の建替工事基本設計

　向上

　建築物のアスベス 民間建築物のアスベスト対策

　ト除去等対策 　工事費助成件数　5件（21:10件）

　まちの防災性向上 急傾斜地崩壊対策事業 301百万円

がけ地防災対策事業 58百万円

狭あい道路拡幅整備事業 839百万円

　整備距離　8.5km

いえ・みち　まち改善事業 363百万円

　防災上課題のある密集住宅市街地等で住民や

　ＮＰＯとの協働で防災まちづくりを推進

　　協議会支援

　　整備計画等策定

　　細街路・広場整備

　　建替促進等の助成

　ライフライン防災 地域防災拠点に通じる下水道管の耐震化を推進

　機能強化   2か所整備（21：17か所） 110百万円

救急告示医療機関への水道管耐震化 473百万円

水道の導水管路の耐震化　 695百万円

(386) (216)

228

21

(－)

16

258 △ 31

(－)

－

(△31)

(7) (7)

(34) (18)

36 18

(16)

18

1,561 1,619

1,278

(1,160) (1,302)

(－)(－)

2,367

(5) (5)

(138) (169)

5

392

227

5

まち

都整

37

(170)

都経

(△142)

△ 58 まち

△ 1,089

(－)

環境

水道

市民

環境

健福

164

教育

安全

【主な減額理由】
水道の導水管路耐震化のための
主な工事が終了したため　△809百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　震災時仮設水洗ト 液状化が想定される地域に位置する地域防災拠

　イレ用排水設備の 点の仮設水洗トイレ用排水設備の整備

　整備 　10か所整備

　災害対策用トイレ 広域避難場所備蓄仮設トイレの素堀り式からトイ

　整備事業 レパックへの変更等

　歩道橋長寿命化 歩道橋の健全度を保つことを目的に、塗装・補

　推進事業 修等の工事を行い、効率的な維持管理を実施

　消防力の強化 消防署所の整備（再掲） 　554百万円

　（一部再掲） 　〈新築〉青葉台消防出張所（仮称）

（建物取得費・事業推進調整業務費）

消防車両の整備 678百万円

　〈更新〉25台

  〈リース〉1台

　

　区庁舎等の整備 　区庁舎の再整備

　（一部再掲） 　　工事（瀬谷）

　　設計、保留床取得（戸塚）

　　調査（南、港南）

　区庁舎等の耐震補強工事

　　設計（西、中土木）

　　調査（緑、金沢）

＜その他＞

新たな中期的計画の策定

－70

2020 －　新たな中期的計画 都経

(△21)

194

(△17)

215

(194)

(-)　の策定 (20)(20)

1,232

70

564

(933) (347) (586)

668

△ 21

(6) (23)

(215)

6 23 △ 17

(35) (-) (35)

市民

道路

安全

資源

環境

(533)

5281,198 670

(1,189) (656)
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Ⅳ　地球温暖化対策、環境、ごみ
（単位：百万円）

＜地球温暖化対策＞

　地球温暖化対策の 将来的な脱温暖化に有効な制度や仕組みの構築

　推進（一部再掲） 官民協働再生可能エネルギー導入事業22百万円

　町内会館への太陽光発電設備の設置補助

　14か所　(21：5か所）

横浜グリーンバレー 60百万円

事業者温暖化対策促進事業 19百万円

低炭素型次世代交通モデル事業 58百万円

地方公共団体実行計画推進事業 19百万円

◎ 低公害車民間普及促進事業 58百万円

低公害バス集中導入事業 23百万円

生ごみ回収・資源化調査事業 11百万円

低炭素ものづくり促進事業 99百万円

中小企業支援信用保証料助成等事業 7百万円

（環境経営支援資金）

建築物のエネルギー性能評価・格付 6百万円

「ゆっくり走ろう！横浜港」の推進 2百万円

横浜港脱温暖化推進事業 3百万円

ITS活用方策検討調査等 29百万円

脱温暖化に即効性のある新エネルギーの導入や

省エネルギー化

住宅用太陽光・太陽熱利用システム設置費

補助事業 280百万円

　太陽光：40千円/kW 2,000件 （21：900件）

新エネ・省エネ機器類導入事業 28百万円

公共施設のエネルギーマネジメント事業

13百万円

使用済食用油のバイオディーゼル燃料活用

事業 21百万円

市庁舎の高効率照明化 27百万円

◎ 電動車両によるＣＯ2削減事業 98百万円

　電気自動車等の購入補助：300台

　充電設備整備補助：100基

ＥＳＣＯ推進事業 2百万円

ＬＥＤ防犯灯設置事業 150百万円

　3,500本設置

消防車両の温暖化防止処置 32百万円

脱温暖化行動の啓発

国内外地域連携推進事業 20百万円

脱温暖化行動広報活動事業 33百万円

脱温暖化行動推進事業 21百万円

横浜型ライフスタイル推進事業 7百万円

環境と地域経済推進事業 16百万円

エコスクールモデル実践事業 35百万円

エコドライブ普及促進事業 5百万円

省エネ経営促進支援事業 2百万円

脱温暖化モデル住宅推進事業 4百万円

１区１ゼロカーボンプロジェクト等 378百万円

温対

道路

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

港湾

まち

経済

温対

環境

資源

1,588 1,489 99

(1,217) (1,251) (△34)

環境

経済

安全

行政

温対

まち

環境

まち

市民
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（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

＜環境施策＞

　横浜みどりアップ 【横浜みどり税対象事業 5,313百万円 】

　計画 樹林地を守る施策 4,171百万円

　<みどり保全創造 特別緑地保全地区指定等拡充事業 3,740百万円

　事業費会計> 緑地再生・管理事業 295百万円

緑地防災・安全対策事業 42百万円

みどりの夢かなえます事業 9百万円

森の恵み塾事業など 85百万円

農地を守る施策 867百万円

市民農園用地取得事業 547百万円

農園付公園整備事業 180百万円

収穫体験農園の開設支援事業 27百万円

水田保全契約奨励事業 35百万円

環境配慮型施設整備事業 54百万円

不法投棄対策事業 17百万円

農地流動化促進事業など 7百万円

緑をつくる施策 275百万円

地域緑のまちづくり事業 87百万円

民有地緑化助成事業 38百万円

いきいき街路樹事業 150百万円

【横浜みどり税対象外事業 3,949百万円 】

横浜みどりアップ計画新規事業 394百万円

ウェルカムセンター整備検討 4百万円

愛護会・森づくりボランティア活動 20百万円

拠点整備事業

農業後継者・横浜型担い手育成事業 27百万円

集団的農地の維持管理奨励事業 26百万円

かんがい施設整備事業 33百万円

施設の省エネルギー化推進事業 54百万円

公共施設緑化管理事業など 230百万円

既存事業 3,555百万円

特別緑地保全地区指定等拡充事業 3,115百万円

緑地再生・管理事業 128百万円

公共施設緑化事業など 312百万円

【公債費等 153百万円 】

　市街地における 市民の森・ふれあいの樹林奨励金 206百万円

　緑の保全・創造の 緑地保存地区奨励金      　　        37百万円

　推進 よこはま協働の森基金事業            10百万円

　市民との協働に 緑地の管理（市民の森等の維持管理） 15百万円

　よる樹林地の保全 市民による里山育成事業 2百万円

　森づくりボランティアへの支援等

　市民・事業者等と 京浜の森づくり事業　　　　　　　　　

　の協働による地域 　京浜臨海部の企業等の緑化活動に対する支援等

　緑化の推進

環境

環境

9,415 7,202 2,213

(1,511) (72)(1,583)

△ 227

#REF!#REF!

253 480

△ 2

(△225)

17

(239) (464)

3

(17)

24

(24)

△7 環境

(△7)

#REF!

5

環境

【主な増額理由】
特別緑地保全地区等の指定拡大に伴う買取り計画面積が
増えたため　1,136百万円
市民農園用地の取得費計上のため　544百万円

【主な減額理由】
緑地保存契約の継続一時金の支払い対象がないため
△199百万円
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（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

　公園整備事業 大規模な公園や身近な公園の整備・改良

新横浜公園整備等

【公園整備事業のうち再整備・施設改良】

◎ゼロ市債の設定

21年度2月補正で、21年度支出を伴わない(ゼロ)

債務負担行為を設定。これにより22年度になっ

てすぐに着工し前払いが可能

　農地の保全 生産環境整備事業 157百万円

農ある地域づくり事業 43百万円

ふるさと村整備 20百万円

　市民と農との地産 直売ネットワークの推進及びＰＲ 1百万円

　地消の推進 　参加農家400戸  （21:350戸）

市民参画の推進 2百万円

　はまふぅどコンシェルジュ講座の開催等

　市内産農産物の 市内産農産物のＰＲ 2百万円

　生産振興 　シンボルマーク「はま菜ちゃん」を表示した

　流通の推進

生産振興対策　　　　　　　　　　 4百万円

　認定した農産物の生産振興のため栽培施設の

　設置補助等を実施

環境保全型農業の推進　　　　 1百万円

　きれいな海づくり 海域浄化に関する技術の検証や市民協働の推進

　事業

開国博Ｙ１５０ヒルサイドイベントの「市民力

の結集」の取組を活かした体験型プログラムを

実施

　ヒートアイランド ヒートアイランド対策に係る技術支援研究　  　　

　対策の推進

　

　動物愛護センター センター建設・設備工事、道路整備工事

　（仮称）の整備

(7) (23) (△16)

9.2%

5.5%

17.3%

増減

6,831 6,258 573

施設改良等 4,541 4,306

健福

235

差引

338

環境

合計

22年度 21年度

再整備 2,290 1,952

(563) (4)

788 848

(12,134)

16,112 17,924 △ 1,812

△ 60

(559)

△ 3

(△2)

(△1,471)

　市民創発環境行動 － 3

(9)

7 23 △ 16

(3) (5)

(△25)

220 246 △ 26

(207) (232)

　フォーラム事業 (1) (-) (1)

3

(7)

3

(13,605)

△ 2

(7)

7 10

(△2)

5

環境

7 12 △ 5

(12) (△5)

環境

環境

環境

環境

環境

【主な減額理由】
主に、国の公共事業費が減少し、国庫補助事業が減ったため

【主な減額理由】
山下公園前における浄化実験終了のため　△16百万円

49



（単位：百万円）

事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明21年度

＜ごみの減量・リサイクル＞

　ごみ減量・リサイ 分別収集（10分別15品目）の継続実施

　クルの推進 1,901百万円

Ｇ３０啓発事業、環境学習の推進等 8百万円

事業系ごみの適正処理・減量化の推進 51百万円

徹底した減量・資源化の推進 103百万円

クリーンタウン横浜・喫煙対策の実施等

242百万円

生ごみ回収・資源化調査事業 11百万円

発生抑制に向けた新たな取組 5百万円

　最終処分場の安定 南本牧ふ頭第5ブロック処分場整備 4,745百万円

　的な確保 焼却灰の有効利用の促進 12百万円

　戸塚区品濃町最終 廃棄物崩落・飛散防止のための擁壁・廃棄物整

　処分場の改善工事 形工事の実施

　かながわ廃棄物 事業団の解散に伴う清算の実施

　処理事業団の清算

1,164 － 1,164 資源

(1,164) (－) (1,164)

2,321 2,655 △ 334 資源

(1,486) (1,898) (△412)

(3,666) (3,405)

4,4174,757

(261) 資源

340 港湾

544 資源

(835) (849) (△14)

1,393 849

【主な減額理由】
資源化物の売払価格の下落を踏まえ、
Ｇ３０地域還元事業を廃止したため　△200百万円
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Ⅴ　都市基盤整備
（単位：百万円）

＜市街地開発＞

　戸塚駅周辺地区 戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業

　まちづくり 2,912百万円

　公共施設工事・仮設店舗解体 等

戸塚駅前地区中央土地区画整理事業等　

3,646百万円

　都市計画道路柏尾戸塚線の整備、宅地造成、

　補償費等

　市街地開発の推進 ＜都市再生機構、組合等施行＞

鶴見駅東口地区、上大岡Ｃ南地区、日ノ出町駅

前Ａ地区、長津田駅北口地区 等

＜市施行（市街地開発事業費会計）＞

金沢八景駅東口地区土地区画整理事業

　基盤整備工事、移転補償、調査設計、仮設店

　舗設置　等

　鉄道ネットワーク 神奈川東部方面線整備事業

　形成 　都市鉄道等利便増進法に基づき、国・県と協

　調して鉄道運輸機構に事業費の一部を補助

　横浜駅周辺大改造 横浜駅周辺大改造事業 187百万円

　横浜駅西口開発関連インフラ整備検討

　横浜駅東口開発関連検討

　計画推進検討（交通施策、環境等）

横浜駅自由通路の整備 1,264百万円

　きた・みなみ通路の整備等　

ヨコハマポートサイド地区の整備等 156百万円

　関内・関外地区 新市庁舎関連の調査・検討、中心市街地活性化

　活性化推進事業 基本計画の策定、ビル再生・都心機能誘導・住

宅立地及び関内・関外の結節点強化の検討

　新横浜都心の整備 新横浜駅南部地区、羽沢駅周辺地区まちづくり

の検討

　東横線跡地の整備 実施設計、整備工事

　地下化区間（東白楽～横浜駅、22年度事業完了）

　　緑道内標識整備等 29百万円

　廃線区間（横浜～桜木町駅） 28百万円

　　桜木町駅舎部詳細設計等

40 40 －

11

(△7)

都整

都整

(33)

(10)

(54)

△ 1
(11) (△1)

(244) (△190)

1,607

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

△ 1,549

(1,512)

3,156

(40)

10

(864)

6,558 22,944 都整

(3,080) (5,136) (△2,056)

△ 16,386

2,013 5,865 △ 3,852 都整

(1,180) (3,149) (△1,969)

864 1,512 △ 648 都整

(△648)

都整

都整

#REF! #REF! #REF!

57 349 △ 292

【主な減額理由】
戸塚駅西口第1地区市街地再開発事業が進ちょくし、工事費が
減ったため（再開発ビルが21年度末に完成）　△16,521百万円

【主な減額理由】
上大岡Ｃ南地区市街地再開発事業が進ちょくし、事業費が
減ったため（再開発ビルが21年度末に完成）　△2,127百万円
鶴見駅東口地区市街地再開発事業が進ちょくし、事業費が
減ったため　△1,098百万円

【主な減額理由】
横浜駅自由通路の工事が進ちょくし、工事費が減ったため
△1,363百万円
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　都心臨海部・ 都心臨海部・インナーハーバーエリアにおける

　インナーハーバー 50年後のあるべき姿を展望し横浜の魅力と価値

　整備構想検討 を向上させる整備構想の検討調査を実施

＜都市基盤整備＞　

　都市計画道路等の 本市の骨格を形成する幹線道路網(都市計画道路)

　整備 等の整備

　主要地方道等の 一般国道及び主要地方道等の道路改良や歩道の

　整備 設置・拡幅、踏切改良等の交通安全施設等の整

備

　駅まで15分道路の 最寄駅まで15分で到達できるようにするため、

　整備 交差点改良等によりボトルネック解消につなが

る路線等の整備

　道路の修繕 道路の維持・修繕等

◎ゼロ市債の設定

21年度2月補正で、21年度支出を伴わない(ゼロ)

債務負担行為を設定。これにより22年度になっ

てすぐに着工し前払いが可能

　道路費負担金 国直轄事業の本市負担金

　新設・改築 3,633百万円（21：4,609百万円）

　維持管理費 367百万円（21：  891百万円）

　横浜環状道路等 都市の骨格となる横浜環状道路等の整備推進

　整備 　道路特別整備費（南線） 236百万円

　（一部再掲） 　街路整備費（北線・南線） 2,973百万円

　高速道路等整備費（北線・南線・北西線）

2,357百万円

　道路費負担金（南線・横浜湘南道路）

　横浜新都市交通株 車両更新時期を迎えた横浜新都市交通株式会社

　式会社への出資 に対し、過去の貸付金利子の償還金を原資に追

加出資を行い、経営基盤の強化を図る

　公園整備事業 大規模な公園や身近な公園の整備・改良

（再掲）

都整

(△ 40)

△ 1,589 道路

道路

△ 4050

5,428

(486)

(△19)

(13,605)

18,155

(2,133)

16,112

(6,001)

10

4,730

(10,753)

(10) (50)

22,870

4,212 5,801

(12,134)

(-)

(5,515)

(5,500)

4,000 5,500

(2,413) (△280)

(13,155) (△2,402)

△ 4,715

道路△ 698

(△1,471)

△ 1,500 道路

(4,000) (△1,500)

7,766 6,972 794 道路

　2,200百万円

17,924 △ 1,812

(△784)

(4,893) (4,911) (△18)

(△19)

(2,415) (3,199)

9,486 9,486 － 道路

2,500 － 2,500 道路

環境

【主な減額理由】
主に、国の公共事業費が減少し、国庫補助事業が減ったため

【主な減額理由】
国が直接行う工事が減少したため

【主な減額理由】
主に、国の公共事業費が減少し、国庫補助事業が減ったため

【主な減額理由】
主に、国の公共事業費が減少し、国庫補助事業が減ったため
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　河川整備事業 時間降雨量50ｍｍ対応の河道改修、河川遊水地

の整備、既存雨水調整池の貯留容量の拡大など

　下水道整備事業 下水道管きょや下水道施設の更新

（一部再掲） 高度処理施設、雨水幹線、雨水貯留管、雨水浸

透施設などの整備

◎ゼロ市債の設定

21年度2月補正で、21年度支出を伴わない(ゼロ)

債務負担行為を設定。これにより22年度になっ

てすぐに着工し前払いが可能

　ハブポート化の 南本牧ふ頭高規格コンテナターミナル整備事業

　推進 2,771百万円

　スーパー中枢 　・ふ頭用地造成（特別会計） 1,520百万円

　港湾推進 　・岸壁整備（一般会計） 1,251百万円

本牧ふ頭整備事業 1,452百万円

　・本牧ふ頭岸壁改修等   597百万円

　・本牧Ｄ岸壁改修関連工事 117百万円

　・本牧Ｄ突堤道路拡幅事業 249百万円

　・本牧Ｃ岸壁補修工事 489百万円

南本牧ふ頭連絡臨港道路整備事業 80百万円

横浜港埠頭公社貸付金（特別会計） 570百万円

特定コンテナ埠頭認定運営者貸付金（特別会計）

918百万円

　ふ頭の整備 大黒ふ頭の整備

岸壁整備など国直轄事業の本市負担金

　（再掲）

　京浜三港広域連携 「京浜港連携協議会」(H21.12.25設置)におけ

る、京浜港の広域計画の策定(H23年度目途)、

共同ポートセールス等の実施

　埠頭公社あり方検 平成25年度までの公益法人改革に対応し、(財)

　討調査事業 横浜港埠頭公社のあり方について検討を行う

＜まちづくり＞

　住宅地区改良事業 改良住宅等の整備により、防災性向上と住環境

の改善を推進

　中村町５丁目地区（用地取得、移転補償等）

△ 8045,2044,400

(171) (176)

道路

(－) (－)

39,785 △ 2,351 環境

367

(△5)

37,434

(2,084) (2,588) (△504)

319

(2,725)

7,178

(16)

－

△ 1,387

(△ 2,145)

(△ 142)

(－)

5,791

(4,870)

(100) (242)

(24)

都整△ 48

港湾

105 242 △ 137 港湾

　港湾整備費負担金 1,923 4,252 △ 2,329 港湾

24 16 8 港湾

(1,923) (4,252) (△2,329)

(8)

23

(23) (-) (23)

23 港湾

【主な減額理由】
国が緊急経済対策として22年度事業を、21年度に前倒ししたため

【主な減額理由】
国が緊急経済対策として22年度事業を、21年度に前倒ししたため
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

　公共建築物の 劣化調査に基づき、緊急性の高い保全対策工事

　長寿命化 を効率的に実施

地区センター、コミュニティハウス、区庁舎、

公会堂、文化施設、スポーツ施設、市立保育所、

福祉施設、公園施設、図書館、消防署所等

　公的住宅の整備等 市営住宅 1,605百万円

　住戸改善　　　　　　　170戸（21:　180戸）

　耐震改修　　　　　　　172戸（21:　292戸）

ヨコハマ・りぶいん 2,150百万円

　家賃減額助成　　　　8,659戸（21:8,811戸）

　（17年度より新規供給休止）

高齢者向け優良賃貸住宅 608百万円

　家賃減額補助　　  　1,130戸（21:1,059戸）

　整備費補助　　　　　　 84戸（21: 　83戸）

　安全でおいしい水 老朽管更新の促進 17,129百万円

　の供給 川井浄水場の再整備に伴う鶴ヶ峰配水池の築造

135百万円

子供たちが水道水を飲む文化を育む事業

60百万円

　小中学校等屋内水飲み場の直結給水化助成金

　15校（21：36校）

　水道事業における 水道局の技術力・ノウハウの活用により新たな

　新会社設立 ビジネスを展開する会社を設立し、経営基盤を

強化（出資金１億円）　※水道事業会計で実施

　地域交通サポート 地域交通サポート事業

　地域主体の公共交通サービスの実現に向けた

　取組に対する経費の助成及び技術的支援を実施

　・地域主体の検討組織設立　22年度 2地区

生活交通バス路線維持支援事業 　623百万円

　バス路線の廃止に際し、維持が必要と認めら

　れた路線に対し補助金を交付

公共交通利用促進調査費 5百万円

　過度にマイカーに依存した生活から、公共交

　通等を中心とした生活へ転換を促す取組を実施

　鉄道駅舎エレベー エレベーター設置3駅6基（21：1駅3基）

　ター等設置事業 　ＪＲ矢向駅・大口駅

　市営地下鉄蒔田駅

 (－)  (－)  (－)

100 － 100 水道

都整

健福

こ青

市民

行運

経済

水道

安全

環境

教育

(2,775) (3,170) (△395)

 (－)(4,000)(4,000)

まち－

4,363 5,134 △ 771 まち

△130

(△170)

道路

(34)

都経

(－) (170)

17,45417,324

643 600 43 15百万円

(634) (600)

4,000 4,000

(87)

116 87

(79)

29

(△8)

健福
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Ⅵ　経済・雇用
（単位：百万円）

＜経済の活性化＞

◎中小企業融資制度 本市の制度に基づいた政策的融資の実施

　事業 　融資枠：総計2,000億円（21当初 1,400億円）

　 セーフティネット特別資金　融資枠600億円

                       （21当初 　200億円）

　 緊急借換支援資金　融資枠500億円

                       （21当初 　200億円）

　【新設】経営再建支援資金 融資枠5億円

◎信用保証料助成等 信用保証料助成 1,490百万円

　既存のメニューに加え、ものづくり支援資金

　（販路開拓支援）・経営再建支援資金の保証

　料の一部を助成

信用保証促進事業 1,700百万円

　保証協会による信用保証促進のため、代位弁

　済補てんを実施

横浜型債券市場推進事業など 60百万円

　社債等の発行支援

◎中小企業経営安定 経営相談、経営安定診断などを実施

　事業

　ＳＢＩＲ等ものづ 中小企業研究開発促進事業（ＳＢＩＲ）117百万円

　くり支援 　中小企業が自らのテーマで取り組む研究開発

　（一部再掲） 　及び行政課題の解決をテーマとして取り組む

　研究開発に係る経費の一部助成等を実施する

　とともに、横浜発の優れた新商品を募集・認

　定し、販路開拓支援を実施

◎低炭素ものづくり促進事業（技術開発支援等）

55百万円

　温暖化対策技術開発に対する助成

情報発信事業 10百万円

　研究成果等の情報発信及び販路開拓支援、見

　本市の開催

企業間連携促進 5百万円

　受発注取引等促進のための商談会の開催

　中小製造業の成長 技術相談事業 13百万円

　力強化 　技術的課題に対する、アドバイザー派遣の実

　施など

産学連携推進事業 31百万円

　大学の研究者と市内企業の交流の機会を提供

　するなど、産学連携を進め産業の育成を図る

製品開発・販路開拓支援 26百万円

　市内中小製造業者の新事業分野進出や販路開

　拓支援をするため、大手企業や大学等との技

　術マッチングなどを実施

経済

(49)

58 12 経済

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

187

(△20)

174

70

(29)

13

(187) (174) (13)

80,487 75,675 4,812 経済

(-) (-) (-)

経済3,250 2,405 845

(3,139) (2,294) (845)

47 76 △ 29

(47) (76) (△29)

経済

【主な増額理由】
融資枠拡大により預託額が増加したため　4,812百万円

55



（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

◎中小製造業経営 中小製造業経営革新促進助成 22百万円

　革新促進助成 　技術の高度化やＣＯ2削減など中小製造業の

(一部再掲) 　経営革新のための設備投資を支援

低炭素ものづくり促進事業（経営革新促進助成）

44百万円

　ＣＯ2削減のための投資に対する助成率の上

　乗せ(8％)

◎商店街販売促進支 商店街と市内プロスポーツチームとが連携して

　援事業 新たに実施する、「150円商店街」キャンペー

ンを支援

　横浜型知的財産 中小企業等の知的財産の活用促進

　戦略推進事業 知的財産を生かして経営に取り組み成長性の

ある市内企業の評価・認定

　企業誘致促進事業 企業誘致促進活動事業費 12百万円

企業立地促進条例による助成事業 1,733百万円

　企業立地促進条例に基づく助成金の交付

企業誘致促進助成事業 30百万円

　バイオやITなど、市が重点的に振興する分野

　が市内に進出する際に賃料の助成等を実施

戦略的企業誘致促進事業 6百万円

　企業誘致のための市長によるトップセミナー

　の開催など戦略的な企業誘致を展開

　バイオ医薬品研究 バイオ産業の振興と関連企業の集積促進を図る

　開発拠点整備支援 ため、バイオ医薬品の原料となるタンパク質を

　事業 創薬ベンチャー企業等に提供する拠点の整備を

支援

　ベンチャービジネ ソーシャルビジネス支援事業 64百万円

　ス支援事業 　社会起業家塾や実地研修・各種相談の実施

ベンチャーポート事業 23百万円

　中小企業の経営支援やベンチャー企業の創出・

　成長支援

　商業経営支援事業 販売促進支援、中小企業診断士等の派遣による

(一部再掲) 商店街活性化支援や店舗経営改善支援、商店街

の組織強化や商店主ネットワークづくり支援を

実施

　アジア経済交流 横浜のビジネス環境の向上

　事業 国内外における経済交流活動の充実とネットワ

　（一部再掲） ーク力の強化

(146)

359 経済

146

(60) (4)

(△3)

経済

(56)

－

△ 4

20

経済

56 4 経済

26 29 △ 3 経済

1,781 1,422

(47)

146

(146) (-)

(3) (2)

経済

(1,420)

(22) (25)

25

(67)

60

29

(24) (29) (△5)

(66)

(360)

(△20)

87 67

(1,780)

66 64 2 経済

(64) (2)

経済

5 3 2

(5)
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（単位：百万円）

21年度事    業    名 22年度 局名増△減 説　　　　　明

＜雇用創出＞

◎「横浜で働こう！」 求職者の就労支援や市内企業の人材確保・雇用

　推進事業 維持を推進するため、訓練から採用までの就労

支援事業や合同就職面接会などを実施

◎職業訓練事業 一定期間で職業に必要な技能や知識を習得する

機会を提供し、就職率の向上を図る

◎地域日常生活自立 生活保護受給に至らない生活困窮者を対象とし

　支援（再掲） た就職支援などの実施

◎ひとり親家庭等 ひとり親家庭等の自立を促進するため、子育て・

　自立支援事業 生活支援や資格取得・就労支援等の総合的な

支援を実施

◎青少年の就労に 若者無業者の職業的自立及び若者の自立支援の

　向けた自立支援の ための事業を実施

　拡充（再掲）

　障害者就労支援 障害者就労支援センターの運営

　センターの設置 　8か所

　と就労援助強化

◎緊急雇用創出事業 急激な経済情勢の変動により、離職を余儀なく

　臨時特例交付金事 された非正規労働者及び中高年齢者等に対して、

　業(一部再掲) 短期の雇用・就業機会を創出

　新規に雇用する従事者数：1,135人

◎ふるさと雇用再生 雇用継続が見込まれる事業において、地域の求

　特別交付金事業 職者等を雇い入れて安定的な雇用を創出する事

業を支援

　新規に雇用する従事者数：138人

(42) (42) (-)

こ青

こ青

42 42 －

129 71 58

(41) (24) (17)

(9) (9) (-)

17 18

(-) (－)

(31) (25)

1,787 725 1,062

△ 4

(192) (196) (△4)

(-)

31 26

344 168 176

(-) (-) (－)

△ 1 健福

経済5

(6)

192 196 健福

101 59 42

(22) (22) (－)

経済

【主な増額理由】
緊急雇用創出事業数が増加したため　44事業増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21：40事業→22：84事業）
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Ⅰ 子ども・教育 

（２） 22 年度区予算の概要、区の主要事業一覧                           
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

神奈川区 子どもが健やかに育つまち 1,253

出産から青少年自立まで、地域において切
れ目のない継続的な支援ができる体制づく
りをサポートし、子育てしやすい地域ネッ
トワークの構築を目指します。

神奈川区
こども家庭支援課
℡ 411-7137

西区
地域の資源を活用した
西区子育てサロン事業

100

地域での子育てを支援するため、町内会
館、民家などの地域の資源を活用し、ボラ
ンティア団体や当事者団体が地域の人々の
協力を得て運営する子育てサロン（親子の
居場所）の開設を支援します。

西区
こども家庭障害支援課
℡ 320-8404

中区
ひろがれ中ヨシ！
子育ての輪

362

携帯電話での双方向型情報提供や保育園を
活用した体験プログラム、妊娠期からの子
育ち・親育ちを利用者の目線で応援し、こ
どもの健やかな成長と養育者の育児力向上
を目指し、地域の見守りの輪を広げていき
ます。

中区
こども家庭支援課
℡ 224-8171

旭区
保育園応援隊と
世代間交流事業

178

地域の方々にボランティア活動を通し、子
どもたちとの交流や保育所を見守っていた
だく仕組みを作ります。また、高齢者など
多世代の方との交流事業や、保育園の施設
などを活用した育児支援事業を実施しま
す。

旭区
こども家庭支援課
℡ 954-6141

磯子区 子育て応援推進事業 619

子育て支援拠点を中心に各地域で活動する
子育てひろばなどと連携を強化すること
で、活動のメニューや機会を増やし、若い
世代の支援者を育成します。また、子育て
相談事業の実施の地域を拡充します。

磯子区
こども家庭支援課
℡ 750-2493

港北区 わくわく子育て保育所事業 222

公・私立保育園合同で育児講座を実施する
など、子育て世代の交流や、地域とのつな
がりを深めるきっかけ作りを行います。ま
た、公・私立保育園の保育士などの交流も
図られることにより、保育の質の向上を目
指します。

港北区
こども家庭支援課
℡ 540-2309

青葉区
子育て支援
ネットワーク事業

726

地域の既存の施設を活用した親子の居場所
づくりをすすめるため、地域ケアプラザで
「みんなの広場」を開催するとともに、地
域で顔の見える関係づくりをすすめるた
め、区内全地域で「地域子育て連絡会」を
開催します。

青葉区
こども家庭支援課
℡ 978-2456

栄区

さかえ次世代交流
ステーション（仮称）
運営事業

600

子育て支援、青少年活動、障害児の居場
所、障害者相談支援がそれぞれの分野を超
え、連携・交流する新しい取組を展開して
いくため「さかえ次世代交流ステーション
（仮称）」を整備、23年3月に開所しま
す。

栄区
こども家庭障害支援課
℡ 894-8410

地域振興課
℡ 894-8395

 
 
 

◆個性ある区づくり推進費・自主企画事業費について 
 自主企画事業費は、区役所が地域の身近な課題やニーズに、迅速かつきめ細かく対応す

るための予算です。 

 22 年度は、自主企画事業費全体で 814 事業 25 億円の予算を計上しました。 
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Ⅱ 福祉・保健・医療 

Ⅲ 市民活動、市民の安全 

（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

泉区 多文化共生事業 351

外国にルーツを持つ区民に対するコミュニ
ケーション支援や子育て支援など、多文化
共生のまちづくりに向けた取組をすすめま
す。

泉区
地域振興課
℡ 800-2390

瀬谷区 支えあい家族支援事業 200

民家などを１か月間借り上げ、学習支援・
調理実習などを通して子どもたちの生活力
を養うとともに、家庭の温かさを体験でき
るモデル事業「生活塾（仮称）」を実施し
ます。

瀬谷区
こども家庭支援課
℡ 367-5701

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

港南区 地域福祉保健活動推進事業 648

港南区地域福祉保健計画を策定する中で、
地域住民による活動・行事・魅力などの共
有をすすめ、地域のつながりを強化し、
「地域の元気アップ」を図ります。

港南区
福祉保健課
℡ 847-8431

旭区 旭いきいき元気応援事業 240

区民のライフスタイルの多様化に応じた
様々な要望に答え、高齢者1人ひとりがよ
り健康に充実した生活を送れるよう、地域
に根ざしたコミュニティ形成を図り、個人
の生きがいを創出し育てるための事業を実
施します。

旭区
高齢･障害支援課
℡ 954-6198

戸塚区 とつか健康ひろげ隊事業 196

地域主体の様々な健康づくり活動をきっか
けに新たな人間関係をつくり、地域コミュ
ニティの活性化を推進するとともに活動団
体をネットワーク化し、区民総ぐるみの健
康づくりにつなげます。

戸塚区
福祉保健課
℡ 866-8426

瀬谷区 高齢者支援拠点モデル事業 163

より多くの高齢者が住みなれた地域で安心
して生活できるよう、公営住宅などを活用
した地域密着型の活動拠点を核にして、一
人暮らし高齢者などの見守りや生活相談な
ど、地域住民相互の助けあいを促進しま
す。

瀬谷区
高齢・障害支援課
℡ 367-5730

（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

鶴見区
災害時要援護者救援
システムづくり事業

500
区内31か所の地域防災拠点で実施した要援
護者救援訓練結果の検証を行い、地域ぐる
みの救援システムの充実に取り組みます。

鶴見区
高齢・障害支援課
℡ 510-1766

中区
初黄・日ノ出町地域再生
まちづくり事業

150

初黄・日ノ出町地区で、安全・安心で健全
なまちへの再生に向けた地域の自主的な活
動を推進するために、地元協議会に対し、
まちづくりＮＰＯ法人などを通じた支援を
行います。

中区
区政推進課
℡ 224-8120

南区
木造建物簡易耐震改修
促進事業

300

地震発生時に倒壊の恐れがある住宅に対
し、横浜市の制度では対象とならない簡易
な耐震改修への助成を、南区独自の新たな
施策として実施します。

南区
区政推進課
℡ 743-8120
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（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

南区 自殺対策事業 286

「自殺は、追い込まれた末の死で、防ぐこ
とができる」ことが多くの区民に理解され
るよう、啓発活動に取り組むとともに、地
域の支援者育成を行います。

南区
高齢・障害支援課
℡ 743-8211

港南区
災害時要援護者対策等
防災事業

442

地域が主体的に取り組む災害時要援護者対
策について、地域の実情に応じた支援を行
うとともに、地域の取組をベースに日々の
見守り活動につなげるなど、地域の課題解
決力の向上を目指します。

港南区
総務課
℡ 847-8303

保土ケ谷区 “輝け、地域力！”事業 198

地域活動の担い手となる新たな人材を育成
するため、｢おやじの会｣などの活動を支援
します。また、GIS（地理情報システム）
などを活用して、さまざまな情報を地域ご
とに集約し、情報提供などの支援に取り組
みます。

保土ケ谷区
地域協働課
℡ 334-6301

磯子区 地域力アップ事業 322

地域との協働による課題解決を目指し、地
域情報の収集・分析や発信を行います。地
域健康づくりの中心イベントとなる健民祭
をはじめ、各団体が相互に連携した年間を
通じた様々な健康づくり活動を支援しま
す。

磯子区
地域振興課
℡ 750-2399

金沢区

CampusTownKanazawa
推進事業
（大学の活力を生かした
　まちづくり）

235

区内２大学との連携を強化し、活力に満ち
た大学のあるまちづくりをすすめるため、
区の魅力づくりや地域課題の解決につなが
る大学生の地域活動などを支援するととも
に、防災・子育て関連分野などでの連携の
充実を図ります。

金沢区
区政推進課
℡ 788-7726

緑区 災害に強いまちづくり事業 579

行政・地域・団体などが連携し、あらゆる
危機に対して日頃から備える取組をすすめ
ることで、緑区全体の危機管理能力を高
め、安全で快適に暮らせるまちづくりを推
進します。

緑区
総務課
℡ 930-2204

青葉区
かおの見える
地域づくり事業

188

地域活動の情報発信、自治会・町内会への
加入促進、地域の町おこし情報の活用など
により、自治会・町内会での活動を活性化
することで、「かおの見える地域づくり」
をすすめていきます。

青葉区
地域振興課
℡978-2291

都筑区
あいちゃんボランティア
推進事業

100

マルチボランティアの育成を目指し、潜在
的ボランティア、自治会町内会役員・公園
愛護会員など様々な分野の活動者を広く対
象とするボランティア情報の登録をすす
め、一元的に管理・運用を行う新たな仕組
みを創設します。

都筑区
福祉保健課
℡ 948-2340

戸塚区 区民力発揮促進事業 518

様々な活動団体の連携・交流などにより、
区民が力を発揮して地域の行政課題の解決
に向けて取り組めるよう、市民主体の地域
運営に係る調査、交流イベントの企画・検
討などを行います。

戸塚区
区政推進課
℡ 866-8327

栄区 セーフコミュニティ事業 110

安全・安心の新たな課題として転倒・転
落・溺れ・窒息や自殺などが顕在化してい
ます。これらを地域ぐるみで予防する
「セーフコミュニティ」活動に先駆的に取
り組み、区民とともに本質的に安全なまち
づくり活動の基礎をつくります。

栄区
総務課
℡ 894-8310

泉区
「地域主体の地域運営」
推進事業

1,096

地域主体の地域運営・まちづくりを推進す
るため、地区経営委員会の運営助成や活動
拠点借上への支援を行うほか、地区経営委
員会による地域課題の解決に向けた取組を
支援します。

泉区
地域力推進担当
℡ 800-2325
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Ⅳ 地球温暖化対策、環境、ごみ 

Ⅵ 経済・雇用 

Ⅴ 都市基盤整備 

（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

緑区

未来へつなぐ
まちの魅力アップ事業
（緑区内の農の魅力、区内
　の魅力PRツールの作成）

132

区内で盛んな農業を区の新たな魅力とし、
「都市にある農」を区内外にPRすること
で、緑区の集客力アップを図るとともに、
市民の「農」や自然環境への関心を高め、
地球にやさしいまちづくりを推進します。

緑区
区政推進課
℡ 930-2218

都筑区 メイドインつづき推進事業 260

雇用や経営の安定化を目指し、高い技術力
と独創的な製品を持つ中小製造業を発掘
し、ＰＲを強化するなど販路拡大のための
支援を実施します。また、都筑野菜の販路
拡大の取組をすすめます。

都筑区
区政推進課
℡ 948-2220

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

保土ケ谷区
保土ケ谷区内歩行者空間
バリアフリー検討

100

区内の主要な幹線道路に設置されている古
い鋼製歩道橋の利用状況などを調査し、高
齢社会での歩行者のバリアフリー化を検討
します。

保土ケ谷区
区政推進課
℡ 334-6220

港北区
鶴見川を活かした魅力ある
まちづくりプラン

100

貴重な資源である鶴見川周辺の歩行者・自
転車の利用状況、緑地などの地域資源の活
用検討など、様々な調査を実施し、その調
査結果をもとに、港北区の魅力を感じるこ
とができるまちづくりをすすめます。

港北区
区政推進課
℡ 540-2220

（単位：万円）

区名 事業名 予算額 事業概要 お問い合わせ先

鶴見区
みんなでグリーンアップ
つるみ

148

モデル地区を設定し、地域や企業、学校な
どと協働して、地域ぐるみの緑化に取り組
むほか、専門家による緑化講座を開催しま
す。区役所の壁面緑化や、地区センター、
地域ケアプラザなどでの緑のカーテンづく
りをすすめます。

鶴見区
区政推進課
℡ 510-1675

神奈川区 エコ＆クリーンなまち 1,838
日常生活において、無理なくエコができる
ライフスタイルの普及及びポイ捨てなどが
しにくい環境づくりを目指します。

神奈川区
地域振興課
℡ 411-7091

西区 西区緑づくり事業 948

区内に花と緑を増やし、潤いのあるまちづ
くりをすすめるため、専門家などによる委
員会を設置し、都心部である西区ならでは
の緑化の推進について検討を行います。ま
た、施設、公園、家庭などにおける緑化の
推進を図ります。

西区
区政推進課
℡ 320-8338

金沢区 ＥＣＯ行動促進事業 150

省エネに取り組む区民などを対象とした
「ECOチャレンジコンテスト」を開催する
ほか、省エネ機器を導入した釜利谷保育園
で、見学会や学習会を行います。脱温暖化
行動の必要性や効果をＰＲし、区民などに
行動の輪を広げます。

金沢区
区政推進課
℡ 788-7729

総務課
℡ 788-7707
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区
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・
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の
策
定 

 

（３） しごと改革の推進                                      

 

ア 従来とは異なる事業見直し 

 従来とは異なり、予算編成を始めるにあたって、個別事業に対する課題点を各部署に

指摘し、公表しました。その結果、思い切った内部経費の削減や事業の見直しなどによ

り、122 億円の経費を縮減しました。 

 

10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

     

     
 

 

■ しごと改革の取組による結果 

取 組 項 目  取 組 結 果 

見直し効果額 29 億円
個別事業に対する課題指摘事業  728 件 

①３年以上見直しが行われていない事業 

②会費的負担金 

③各種補助金 ほか 

 

見直し件数 211 件

 

 

■ 事業見直しによる効果額の推移                         （市債＋一般財源ベース） 

 22 年度 21 年度 20 年度 19 年度 

市役所内部経費の見直し 27 億円 28 億円 49 億円 51 億円

民営化・委託化の取組 4 億円 12 億円 2 億円 3 億円

その他事業の見直し 91 億円 56 億円 35 億円 30 億円

受益者負担の適正化 0.1 億円 2 億円 11 億円 6 億円

見直し効果額 122 億円 98 億円 97 億円 90 億円合

計 見直し件数 950 件 940 件 504 件 277 件

 ※ 20 年度からは区における事業見直し効果額・件数を含めています。 

 

 

 

 

 

予算編成・執行体制 

づくりの基本方針発表 

 

行政運営調整局

による予算原案

の調整 

 
 

市長審査 

 

予

算

案 

発

表 

しごと改革の取組

（個別事業に対す

る課題点）公表 
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■ 主な取組                                 （単位：百万円） 

項   目 内    容 見直し効果額

① 市役所内部経費の見直し 

【超過勤務手当の削減】 

人命に関わる業務や防災・災害対応業務などを除

き、職員の超過勤務手当は 20 年度実績の 50％削減 
1,293 

人件費の削減 【職員定数の削減】 

職員定数 203 人（全会計）の削減による人件費の縮

減（一般会計分としては 11 人（約 1 億円）の純減）

※全会計ベースでの縮減額 1,827 百万円 

100 

職員福利厚生事業【補助金】 補助内容を見直し、組織運営に必要な経費を補助 369 
教職員互助会助成【補助金】 補助内容を見直し、組織運営に必要な経費を補助 114 
海外拠点の見直し ロサンゼルス事務所及び北京連絡拠点廃止 24 
② 民営化・委託化の取組 

家庭ごみ収集運搬業務委
託事業 

プラスチック製容器包装の収集運搬業務委託を８

区拡大し全区で実施。燃やすごみ等の収集運搬業務

委託を３区から２区に縮小 

276 

学校給食調理業務の委託化 
新たに 20 校で調理業務の民間委託を実施 

（累計 125 校） 
93 

③ その他事業の見直し 

各種補助金の見直し 
【一部再掲】 

外郭団体等への運営費補助金、イベント関連補助金

の見直しなど 2,619 

会費的負担金の見直し 

国などが所管する公益法人、任意団体である協議会

などに定例的に支出している会費等の負担金の見

直し  ※ 廃止・休止 11 件、縮小 41 件 
11 

金沢工場溶融施設運営費、

補修費 

神明台処分地の埋立容量に余裕があるため、金沢工

場溶融施設での焼却灰のリサイクルを 22 年度は休

止し、同処分場に埋め立て 
329 

「はまどり」運営事業 

船体の老朽化に伴い維持・整備費が増加しているた

め廃船 

※代替事業を民間船舶を活用して実施 
219 

Ｇ３０地域還元事業 

アルミなど資源物の売り払い価格の大幅な下落を踏

まえて、売り払い収入の一部を原資として、自治会町

内会などに物品を配布していた地域還元事業を廃止 
200 

「横浜レンガ通信」発行事業 他の広報媒体の活用等で補完することとし廃止 50 
特別児童手当支給事業 

子ども手当の創設や児童扶養手当の対象が父子家

庭にも拡大されたことなどを受けて廃止 50 
私立幼稚園施設整備費補

助金【補助金】 
新築・増改築分は申請実績がないため休止 3 

横浜市ノンステップバス

導入促進補助金【補助金】 

国の定める目標値や横浜市中期計画の目標を達成

しているため休止 58 

スカイウォーク運営事業 

利用者の減少により赤字運営が続いていたスカイ

ウォークを、22 年度後半から休止（閉鎖）（年度前

半は土・日・祝日等のみ営業） 
41 

私立学校等補助金【補助金】 私立学校、私学団体等への補助単価の見直し 9 
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■ 主な取組                                  

項   目 内    容 

④ ＰＦＩの推進 

戸塚駅西口第１地区第二

種市街地再開発事業に伴

う公益施設整備事業 

再開発事業に伴う公益施設（区役所、区民文化センター、第２交

通広場等）整備事業について、契約及び施設の設計を実施 

川井浄水場再整備事業 川井浄水場の再整備事業について、建設等を実施 

瀬谷区総合庁舎及び二ツ

橋公園整備事業 

瀬谷区総合庁舎と二ツ橋公園の一体整備事業について、建設等を

実施 

【ＰＦＩ契約に伴う 23 年度以降の支出予定額】 一般会計 383 億円、企業会計 330 億円

 ※ＰＦＩとは … 公共施設などの建設・維持管理・運営等を、民間の資金、経営能力 

及び技術的能力を活用して、効率的かつ効果的に実施し、市民サービ

スの向上やトータルコストの縮減を図る事業手法 

⑤ その他 

産業活性化資金等の見直

しなど 

【横浜企業経営支援財団 

（ＩＤＥＣ）】など 

①市からの貸付金でＩＤＥＣが行っていた産業活性化資金の直

接貸付については、以下の理由により廃止 

 ・年度内に全額が返済される市からの短期貸付金を原資に、 

ＩＤＥＣから本市外郭団体に長期貸付が行われており、外郭団

体の経営実態や本市からの実質的な支援が見えにくい仕組みで

あること 

②土地開発公社、建築保全公社に市から貸し付けられていた短期

貸付金については、長期貸付金へ変更のため廃止 

※上記①、②の対応に伴い 21 年度 2 月補正で市から各外郭団体

に長期貸付するための補正を予定 

 

 

イ 外郭団体改革の取組 

外郭団体等の経営状況を評価し、団体ごとの経営課題について専門的かつ客観的な立

場から、幅広く検討することを目的として、「横浜市外郭団体等経営改革委員会」を 21

年 3 月に設置し、審議をすすめています。 

引き続き、全ての外郭団体に関する審議を進め、委員会の検討結果については、本市

と外郭団体との間の次期協約の内容に反映していきます。 

また、市退職者の外郭団体等への再就職に関する見直しなどとともに、外郭団体の経

営改革について、引き続き取組をすすめます。 
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※横浜方式のプライマリーバランスとは･･･ 

市債残高の減少を目指すため、「市債発行額

を、その年度の元金償還予算額の範囲内に抑え

る」とともに、市債以外の歳入確保と歳出抑制を

徹底し、「当該年度の収入で、利払いを含む当該

年度の支出をまかなう」こととしています。「利

払いを含む」という点で、国のプライマリーバラ

ンスより厳しい基準となっています。 

■国のプライマリーバランス ■市のプライマリーバランス

国債による収入で利払い額を支出 市債以外の収入で利払い額を支出

歳入 歳出 歳入 歳出

市税等
の市債
以外の
歳入

事業費など
市債償還

以外の歳出

国税等
の国債
以外の
歳入

国債

利払い額

市債
元金

償還額

事業費など
国債償還

以外の歳出

利払い額

元金
償還額

■横浜方式のプライマリーバランスの推移（当初予算ベース） （単位：億円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

市債発行額① 1,233 1,171 1,113 1,147 1,274

元金償還額② 1,309 1,381 1,406 1,383 1,401 「中期計画」での目標値

プライマリーバランス（②－①） 77 210 294 236 127 18年度～22年度　毎年度黒字

注:各項目で単位未満を四捨五入しているため、②－①が一致しない場合があります。

■中期計画目標に対する市債の発行実績見込額 （単位：億円）

①計画目標　　　　　　 注1 1,171 1,113 1,203 1,074
②決算（見込）・予算　注2 1,104 1,159 1,320 1,274

117 200

①計画目標　　　　　　 注1 484 460 408 435
②決算（見込）・予算　注2 400 445 408 247

0 ▲ 188

①計画目標 1,655 1,573 1,611 1,509 目標 6,228
②決算（見込）・予算 1,504 1,604 1,728 1,521 実績見込額 6,357

117 12 差 129

注1：各年度の目標の19年度・20年度は対前年度▲5％とした場合の額、
　　　21年度・22年度は22年度予算編成開始時に設定した目標額
注2：19年度・20年度は決算、21年度は2月補正後見込、22年度は当初予算の数値

②-①

一般会計の市債（Ａ）

市税等で償還する特別
会計・企業会計の市債
（Ｂ）

（Ａ）＋（Ｂ）

22年度

中期計画目標
（19～22年度合計）

19年度 20年度 21年度

②-①

②-①

（４） 規律ある財政運営に向けた取組                             

 
危機的な財政状況の中でも、18 年度に策定した「横浜市中期計画」の財政目標

達成に努め、財政健全化に向けた取組をすすめました。 
 

ア 横浜方式のプライマリーバランスは黒字を維持  
財政健全化の取組の「達成目標（成果指標）」として中期計画で掲げていた「横浜方式の

プライマリーバランス」の黒字は、22 年度予算案でも達成しており、計画期間を通して黒

字を維持しました。 
 
 
 
 

 
                         
 
                          

 
 
 
                                       
 

 

 

 
 
 
イ 財政規律を維持した市債の発行 
当初は、「一般会計で発行するすべての市債」、｢特別会計・公営企業会計で発行する市債

のうち市税等で償還する市債｣ごとに、計画期間中の発行額（19 年度～22 年度）を「毎年

度 5％減とした場合の範囲内」に抑えることが中期計画の目標でした。 

その後、21 年度当初予算編成時に、発行抑制目標を、会計ごとではなく、市全体で捉え

直すこととし、それぞれの会計の発行目標を足し合わせて計画上の発行限度額とする修正

を加えました。 
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（単位：億円）

19年度 20年度 21年度 22年度 合計

814 800 818 766 3,197

222 201 194 160 777
「中期計画」での

目標値

1,036 1,001 1,012 926 3,975
19年度～22年度

合計4,000億円以上

注：各項目で単位未満を四捨五入しているため、各年度の合計額が一致しない場合があります。

合　　　計

特別会計・公営企業会計の市債の償還経費

外郭団体の借入金の償還経費

■本市全体の借入金残高

うち市税等で償還するもの うち市税等で償還するもの うち市税等で償還するもの

一般会計の市債 2兆3,901億円 1兆5,935億円 2兆4,136億円 1兆5,715億円 236億円 ▲219億円

特別会計・公営企業会計の市債 2兆2,325億円 9,106億円 2兆1,629億円 8,699億円 ▲696億円 ▲406億円

外郭団体の借入金 6,512億円 2,657億円 6,216億円 2,510億円 ▲296億円 ▲147億円

合　　　計 5兆2,738億円 2兆7,697億円 5兆1,982億円 2兆6,924億円 ▲756億円 ▲772億円

注１：21年度末見込額は、一般会計と特別会計・公営企業会計が21年度2月補正後、外郭団体の借入金が決算見込数値です。

注２：各項目で単位未満を四捨五入しているため、増減額が一致しない場合があります。

借入金の内訳

21年度末見込み① 22年度末見込み② 増減額（②－①）

借入金残高借入金残高 借入金残高

計画期間中の一般会計の市債発行の状況をみると、20 年度後半からの急激な景気悪化の

影響を受けて、21 年度当初予算に始まり、経済対策を実施した 5月補正予算、急激な市税

の減収を補う必要があった 2 月補正予算で、計画目標額を超える市債を発行せざるを得ま

せんでした。 

また、22 年度予算においても、市税収入の大幅な落ち込みに対応するために、国から特

別に発行が認められている臨時財政対策債の増加分 200 億円を、予算編成時に見込んだ発

行目標額に上乗せしました。 

一方、市税等で償還する特別会計・企業会計の市債は、発行実績が計画目標を下回る年

度が多くなっています。 

その結果、計画期間中の「一般会計の市債」と「市税等で償還する特別会計・企業会計

の市債」の実績見込額合計は、計画目標額をわずかに上回る結果となりました。 
 
 
ウ 特別会計・企業会計や外郭団体の借入金の返済  

市税等で償還する必要がある特別会計・企業会計や外郭団体の借入金を着実に返済する

ため、19 年度～22 年度の予算計上額合計 4,000 億円以上を目標に取り組み、22 年度予算

では、多額の収支不足があった中でも合計 926 億円を計上し、目標をほぼ達成しました。 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜特別会計・公営企業会計＞ 

基本的には、料金収入等で償還すべきものですが、総務省の繰出基準で一般会計の負担

となっているものや、料金収入等が十分に確保できず、市税等で償還せざるを得ないもの

について、766 億円を計上しています。 

＜外郭団体＞ 

市が買い取る、あるいは元金等の償還助成を行うことを前提に、外郭団体が借り入れを

行い用地取得や施設の整備を行った事業等への対応として、160 億円を計上しています。 
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（単位：億円）

19年度 20年度 21年度 22年度
21年度⇒22年度

増減率
「中期計画」での

目標値

施設等整備費 2,288 2,214 2,031 1,670 ▲17.8%
19年度～22年度

合計8,675億円程度
（毎年度▲３％程度）

エ 人件費の縮減  

中期計画での見込額に対し、19 年度～22 年度までの累計で 90 億円以上の抑制目標を設

定し、目標を上回る抑制を達成しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

オ 経常的経費の縮減  

借入金への対応及び中期計画重点事業の実施に伴う追加額等や新規事業を除き、 
Ａ 行政推進経費（施設運営、市民助成など）を毎年度 1％削減 

Ｂ 経常的内部経費（庁舎管理、管理事務など内部経費や特別会計・公営企業会計へ

の任意的繰出金）を毎年度 3％削減 

とする目標を設定しています。 

 
 
 
 

 
 

22 年度予算では、福利厚生事業に対する補助を大幅に削減するなど、徹底した事業の見 
直しに努めたほか、他会計への繰出金を大幅に削減し、目標値を達成しました。 
 
カ 施設等整備費の縮減  

19年度から22年度までの４年間の合計額は、8,203億円で、計画目標を達成しています。

（22 年度の内容については 72 ページ参照） 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

中期計画での
見込み(注1)

人件費予算
（注2）

増減額

2,100 2,029 ▲ 71

2,120 2,102 ▲ 18

(2,052) (▲68)

2,140 2,137 ▲ 3

(2,111) (▲29)

2,150 2,134 ▲ 16 「中期計画」での目標値

8,510 8,402 ▲ 108
(8,326) (▲184)

注1：18年度予算ベースの職員数・給与体系を前提とし、退職予定者数を積み上げた退職手当を試算。

注2：（　）内は2月補正後の予算額。

4か年合計
19年度～22年度

累計90億円以上の削減

19年度

22年度

21年度

20年度

（単位：億円）

19年度 20年度 21年度 22年度
21年度⇒22年度

増減率
「中期計画」での

目標値

行政推進経費 1,931 1,911 1,892 1,713 ▲9.5% 毎年度▲1％

経常的内部経費 682 661 640 621 ▲3.0% 毎年度▲3％
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１　会計別予算
   (単位：百万円)

増△減 増減率（％）

1,360,351 1,371,350 △ 10,999 △ 0.8

1,163,874 1,287,280 △ 123,405 △ 9.6

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 (こども青少年局) 919 916 2 0.3

国 民 健 康 保 険 事 業 費 ( 健 康 福 祉 局 ) 315,214 299,698 15,516 5.2

老 人 保 健 医 療 事 業 費 ( 健 康 福 祉 局 ) 273 1,683 △ 1,409 △ 83.7

介 護 保 険 事 業 費 ( 健 康 福 祉 局 ) 191,525 186,837 4,688 2.5

後期高齢者医療事業費 ( 健 康 福 祉 局 ) 51,712 51,256 455 0.9

新 墓 園 事 業 費 ( 健 康 福 祉 局 ) 276 1,026 △ 750 △ 73.1

公害被害者救済事業費 ( 健 康 福 祉 局 ) 38 38 0 0.8

風 力 発 電 事 業 費
(地球温暖化対策
事 業 本 部 )

64 64 1 1.0

みどり保全創造事業費 ( 環 境 創 造 局 ) 9,415 7,202 2,213 30.7

中 央 卸 売 市 場 費 ( 経 済 観 光 局 ) 3,358 4,126 △ 768 △ 18.6

中 央 と 畜 場 費 ( 経 済 観 光 局 ) 4,297 3,948 350 8.9

勤労者福祉共済事業費 ( 経 済 観 光 局 ) 530 570 △ 40 △ 7.1

市 街 地 開 発 事 業 費 ( 都 市 整 備 局 ) 13,164 31,198 △ 18,034 △ 57.8

自 動 車 駐 車 場 事 業 費 ( 道 路 局 ) 1,273 1,262 11 0.9

港 湾 整 備 事 業 費 ( 港 湾 局 ) 5,121 4,266 855 20.0

公 共 事 業 用 地 費 (行政運営調整局) 16,476 27,275 △ 10,799 △ 39.6

市 債 金 (行政運営調整局) 550,219 665,586 △ 115,368 △ 17.3

交 通 災 害 共 済 事 業 費 (市民活力推進局)  - 329 △ 329 皆減

575,528 600,485 △ 24,956 △ 4.2

下 水 道 事 業 ( 環 境 創 造 局 ) 255,447 260,989 △ 5,542 △ 2.1

埋 立 事 業 ( 港 湾 局 ) 59,131 44,703 14,428 32.3

水 道 事 業 ( 水 道 局 ) 120,080 124,047 △ 3,966 △ 3.2

工 業 用 水 道 事 業 ( 水 道 局 ) 4,083 4,065 18 0.5

自 動 車 事 業 ( 交 通 局 ) 25,307 25,822 △ 514 △ 2.0

高 速 鉄 道 事 業 ( 交 通 局 ) 79,637 108,191 △ 28,554 △ 26.4

病 院 事 業 ( 病 院 経 営 局 ) 31,843 32,669 △ 826 △ 2.5

3,099,754 3,259,115 △ 159,361 △ 4.9

(2,351,607) (2,374,886) (△  23,279) (△ 1.0)

注1：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄及び比較欄と一致しない場合があります。

注2：純計は、会計間で相互にやり取りする重複部分を除いた金額です。

平成21年度平成22年度
比　　　較

（ 純 計 ）

一 般 会 計

特 別 会 計

公 営 企 業 会 計

総 計
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２　一般会計予算経費別総括表

（単位：百万円）

増△減 増減率（％）

1,360,351 1,371,350 △　10,999 △ 0.8 100.0

（1,285,408） (1,295,555） （△10,147） （△0.8） （100.0）

202,879 210,247 △ 7,368 △ 3.5 14.9

347,503 272,614 74,889 27.5 25.5

（277,181） （249,694) （27,487） （11.0） （21.6）

272,120 304,426 △ 32,306 △ 10.6 20.0

（267,499） （263,051） （4,448） （1.7） （20.8）

231,682 265,638 △ 33,956 △ 12.8 17.0

（227,061） （224,263） （2,798） （1.2） （17.7）

40,437 38,787 1,650 4.3 3.0

166,971 203,072 △ 36,101 △ 17.8 12.3

（166,971） （191,572） （△24,601） （△12.8） （13.0)

108,307 122,403 △ 14,096 △ 11.5 8.0

（108,307） （110,903） （△2,596） （△2.3） （8.4)

58,664 80,670 △ 22,006 △ 27.3 4.3

187,263 188,134 △ 872 △ 0.5 13.8

183,615 192,856 △ 9,241 △ 4.8 13.5

146,702 151,765 △ 5,063 △ 3.3 10.8

36,913 41,091 △ 4,178 △ 10.2 2.7

1,360,351 1,371,350 △ 10,999 △ 0.8 100.0

797,143 835,945 △ 38,801 △ 4.6 58.6

127,426 114,690 12,736 11.1 9.4

435,781 420,716 15,066 3.6 32.0

注１：（　　　）の項目は、22年度に影響の強い特殊な要因を除いた数値です。

注２：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄及び比較欄と一致しない場合があります。

平成22年度 平成21年度
比　　　　較 平成22年度

構成比（％）

歳 出

（除く子ども手当・児童手当、産業活性化資
金融資事業、土地開発公社等への貸付金）

人 件 費

扶 助 費

（除く子ども手当・児童手当）

行 政 運 営 費

（除く産業活性化資金融資事業）

行 政 推 進 経 費

行 政 内 部 経 費

施 設 等 整 備 費

（除く土地開発公社等への貸付金）

（除く産業活性化資金融資事業）

市 単 独 事 業 費

（除く土地開発公社等への貸付金）

国 庫 補 助 事 業 費

公 債 費

繰 出 金

義 務 的 繰 出 金

任 意 的 繰 出 金

財 源

一 般 財 源

市 債

特 定 財 源
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３　会計別予算及び施設等整備費の推移

（単位：百万円、％）

<1.3> <2.4> <2.2> <0.8> <△ 0.8>

1,300,246 1,331,029 1,359,914 1,371,350 1,360,351

<△ 4.9> <△ 3.3> <△ 6.1> <△ 2.3> <△ 9.6>

1,451,382 1,402,904 1,317,082 1,287,280 1,163,874

<△ 5.3> <5.4> <△ 3.3> <△ 6.5> <△ 4.2>

630,222 664,254 642,527 600,485 575,528

<△ 2.7> <0.5> <△ 2.3> <△ 1.8> <△ 4.9>

3,381,850 3,398,188 3,319,523 3,259,115 3,099,754

<△ 0.7> <3.3> <△ 4.3> <△ 0.9> <△ 1.0>

2,423,958 2,504,111 2,396,096 2,374,886 2,351,607

う <△ 2.9> <△ 2.2> <△ 3.2> <△ 8.3> <△17.8>

ち 233,896 228,802 221,386 203,072 166,971

施 <51.4> <13.1> <37.3> <61.0> <△52.0>

設 17,635 19,945 27,192 43,766 21,012

等 <△ 9.9> <△ 7.9> <△15.5> <△ 7.9> <△ 2.5>

整 143,691 132,312 111,762 102,958 105,558

備 <△ 4.1> <△ 3.6> <△ 5.4> <△ 2.9> <△16.1>

費 395,222 381,060 360,341 349,796 293,541

注1：< >は増減率を示します。

注2：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄と一致しない場合があります。

（ 純 計 ）

一 般 会 計

一 般 会 計

特 別 会 計

公 営 企 業 会 計

総 計

特 別 会 計

公 営 企 業 会 計

計

平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度平成18年度

＜予算規模の推移＞

13,002 13,310 13,599 13,714

14,514 14,029 13,171 12,873 11,639

6,302 6,643 6,425 6,005
5,755

13,604

33,819 33,982 33,195 32,591 30,998

0

10,000

20,000

30,000

H18 H19 H20 H21 H22

総計

公営企業会計

特別会計

一般会計

3兆円

2兆円

１兆円

（億円）

  72



４　一般会計予算 局別一覧表
(単位：百万円、％)

22年度

増△減 増減率(％) 構成比

注１：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄及び比較欄と一致しない場合があります。

注２：（　　）の数値は、行政運営調整局は土地開発公社貸付金、こども青少年局は子ども手当及び児童手当、

　　　経済観光局は産業活性化資金融資事業、教育委員会事務局は建築保全公社貸付金の影響額を除いた数値です。

注３：開港150周年・創造都市事業本部、行政運営調整局、市民活力推進局、まちづくり調整局、安全管理局、

　　　市会事務局は22年度より（　）内の名称に変更します。

(△ 0.8)

1,360,351 △10,999 △ 0.8
合　　　　　　計

(1,285,408) (1,295,555) (△ 10,147)

道路局

港湾局 △ 2,948

1.6

△ 7,317

△ 358 △ 1.6

1.2

△ 31.1

△ 9.4

25.2

(9.9)

(7.4)(95,424) (91,484) (3,940) (4.3)

(119,145) (7,786) (6.5)

(20.5)

2.9

14.5

132,859 △32,814

(263,921) (260,958) (2,962)

55,187

94,733 101,326 △ 6,593

342,331

0.0

地球温暖化対策
事業本部

983 1,039 △ 56 △ 5.4 0.1

共創推進事業本部

△ 9.9

38.8

環境創造局

比　　　較
平成22年度 平成21年度

(1.1)

5.9

197,253

教育委員会事務局

まちづくり調整局
（建築局）

都市整備局

△ 71.3

△ 8.3

資源循環局

△ 8.5

39,401 43,708 △ 4,307

開港150周年・創造都市事
業本部（ＡＰＥＣ・創造都
市事業本部）

都市経営局

市民活力推進局
（市民局）

健康福祉局

行政運営調整局
（総務局）

こども青少年局

安全管理局
（消防局）

会計室

1,000

市会事務局
（議会局）

選挙管理委員会
事務局

人事委員会事務局

監査事務局

2,963

527

予備費

1,774 6,180 △ 4,406

293 320 △ 27

100,045

1,470

経済観光局

0.1

1.3

263,921 270,958 △ 7,038 △ 2.6 19.4

17,098 18,696 △ 1,597

45,000 46,361 △ 1,362

142,065

323,291 19,040

(126,931)

△ 2.9

△ 24.7

7.0

3.3

7.4

△ 6.5

39,096

83,347

5.2

1.7△10,398

77,767

561

1,602

(78,002) (81,847)

2,558

260

78,002 5.7

△ 413

2,516

255

2.8

△ 8.2 0.1

0.2△ 42 △ 1.6

△ 132

1,000

100.0

△ 37 △ 1.2 0.2

 - 0.0

3,000

1,371,350

△ 5,345 △ 6.4

△ 6.1

(△ 3,845) (△ 4.7)

△ 5 △ 1.8

△ 34

22,262

△ 1.1

70,451

22,991 33,388

16,401 △ 15.219,349

38,683

22,620

主な増減理由
（金額は増減金額：単位百万円）

・開港150周年記念事業が終了したため（△4,306）

・市立大学運営交付金・貸付金を市大中期計画に沿っ
て削減したため（△1,492）

・鶴見区 区民文化センターの整備事業費が工事進
ちょくに伴い減少したため（△1,745）
・港北区総合庁舎及び保土ケ谷土木事務所の耐震補強
工事が終了したため(△539)

・生活保護受給者が増加したため（15,230）
・住宅を喪失した離職者等に対する住宅手当の支給を
開始したため（1,294）

・主に国の公共事業が減少し国補助事業が減ったため
（公園整備事業費の減少（△1,812））
・下水道事業費会計への繰出金が減少したため
（△3,285）

・土地開発公社への貸付金を取り止めたため
（△10,000）
・土地開発公社の保有土地を市が買い取るため
（6,000）

・子ども手当の支給を開始したため（66,092）
・保育所整備をすすめるため（252）

・ごみ収集の委託化等により職員人件費が減少したた
め（△2,318）

・戸塚駅西口第１地区再開発事業の進ちょくに伴い繰
出金が減ったため（△4,139）
・上大岡Ｃ南地区再開発事業が進ちょくし工事費補助
金が減ったため（△2,127）

・主に国の公共事業が減少し国補助事業が減ったため
（都市計画道路等の整備費の減少（△4,714）、駅ま
で15分道路等整備費の減少（△1,786））

・産業活性化資金融資事業を見直したため
(△36,754)

・港湾整備にかかる国直轄負担金が減少したため
（△2,329）
・本牧臨港道路の整備が完了したため（△665）

・横浜サイエンスフロンティア高校等の用地取得が終
了したため（△4,211)

(6.1)

0.1

0.0

0.0

(100.0)
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５　一般会計予算　区編成予算（自主企画事業）区別一覧表

（単位：百万円）

(参考）
区局連携事業予算額

鶴見区 143 0

神奈川区 144 3

西区 126 9

中区 149 10

南区 139 0

港南区 144 0

保土ケ谷区 144 23

旭区 144 3

磯子区 133 2

金沢区 137 2

港北区 148 0

緑区 131 3

青葉区 147 6

都筑区 134 5

戸塚区 149 0

栄区 139 12

泉区 138 5

瀬谷区 127 0

合計 2,516 83

注：「区局連携事業」は、個性ある区づくり推進費の財源を活用し、局が予算を編成・執行する
　　　事業で、予算は所管局へ計上しています。

区名 自主企画事業費予算額
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６　一般会計予算 財源別一覧表

（単位：百万円）

(50.5%) (52.9%)

687,041 725,481 △ 38,440 △ 5.3

8,256 8,646 △ 390 △ 4.5

55,093 59,259 △ 4,166 △ 7.0

う ち 地 方 消 費 税 交 付 金 34,189 34,930 △ 741 △ 2.1

う ち 自動車取得税交付金 6,069 7,324 △ 1,255 △ 17.1

う ち 軽 油 引 取 税 交 付 金 10,789 11,646 △ 857 △ 7.4

(0.8%) (0.1%)

11,500 1,500 10,000 666.7

10,517 8,360 2,157 25.8

7,510 7,577 △ 67 △ 0.9

11,700 12,200 △ 500 △ 4.1

5,527 12,922 △ 7,395 △ 57.2

(58.6%) (61.0%)

797,143 835,945 △ 38,801 △ 4.6

(9.4%) (8.4%)

127,426 114,690 12,736 11.1

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 70,000 50,000 20,000 40.0

19,167 17,937 1,230 6.9

44,143 45,586 △ 1,443 △ 3.2

207,657 158,441 49,217 31.1

46,131 38,170 7,961 20.9

3,750 4,853 △ 1,104 △ 22.7

599 341 258 75.5

114,335 155,388 △ 41,053 △ 26.4

(32.0%) (30.6%)

435,781 420,716 15,066 3.6

(100.0%) (100.0%)

1,360,351 1,371,350 △ 10,999 △ 0.8

注1：（　　）は構成比を示します。

注2：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄及び比較欄と一致しない場合があります。

市　　　債

国 庫 支 出 金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

財 産 収 入

一般財源　計

収 益 事 業 収 入

そ の 他 収 入

合　　　計

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

財 産 収 入

特定財源　計

繰 入 金

そ の 他 収 入

市 税

地 方 譲 与 税

県 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

増△減 増減率（％）
平成22年度 平成21年度

比　　較
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８　地方交付税の推移

９　主な基金残高の推移

（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度

決算 決算 決算 決算 予算 決算見込み 予算

普通交付税 31,409 12,554 826 0 － － 10,000

特別交付税 1,178 1,060 951 1,103 1,500 2,359 1,500

計 32,587 13,614 1,777 1,103 1,500 2,359 11,500

平成21年度

　 （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

(見込み) (見込み)

23,536 24,958 18,284 11,982 9,364

12,687 36,699 49,515 39,324 76,758

注：18～20年度は決算数値で、21年度は2月補正後の見込みです。

財政調整基金

減債基金

７　市税収入見込額
（単位：百万円、％）

平成22年度 平成20年度

当初収入
見込額

当初収入
見込額

決算見込
額

決算額
ａ－ｂ ａ－ｃ

ａ ｂ ｃ ｂ ｃ

325,306 367,172 354,910 371,764 △ 41,866 △ 29,604 △11.4 △ 8.3

280,413 314,235 306,237 307,029 △ 33,822 △ 25,824 △10.8 △ 8.4

44,893 52,937 48,673 64,735 △ 8,044 △ 3,780 △15.2 △ 7.8

267,626 264,461 265,130 264,024 3,165 2,496 1.2 0.9

1,797 1,787 1,769 1,738 10 28 0.6 1.6

20,221 20,166 19,367 20,432 55 854 0.3 4.4

16,146 16,295 16,443 16,226 △ 149 △ 297 △ 0.9 △ 1.8

55,859 55,508 55,459 55,186 351 400 0.6 0.7

86 92 85 87 △ 6 1 △ 6.5 1.2

687,041 725,481 713,163 729,457 △ 38,440 △ 26,122 △ 5.3 △ 3.7

注：21年度、22年度ともに市税収入見込額の全額を予算計上しています。

計

差　引

ａ－ｂ ａ－ｃ

市 民 税

平成21年度 伸び率

そ の 他

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

事 業 所 税

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

市 た ば こ 税
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10　一般会計市債計上額等の推移
<  >は増減率     （単位：億円、％）

<△8.0> <△5.0> <△5.0> <3.1> <11.1>

1,233 1,171 1,113 1,147 1,274

9.5 8.8 8.2 8.4 9.4

<△0.8> <△0.4> <△0.4> <0.7> <1.0>

23,918 23,825 23,738 23,901 24,136

<△1.6> <△1.0> <△0.4> <△0.7> <△1.4>

(16,275) (16,116) (16,049) (15,935) (15,715)

3,521 3,495 3,454 3,430 3,356

3,863 3,820 3,717 3,700 3,725

2,541 2,425 2,361 2,333 2,227

1,439 1,404 1,365 1,362 1,353

1,057 1,030 1,061 1,049 1,037

989 953 920 875 837

961 907 859 842 813

678 590 497 426 356

8,869 9,201 9,504 9,884 10,432

(913) (868) (813) (755) (699)
<△1.6> <△1.2> <△1.5> <△0.6> <△1.0>

47,814 47,218 46,499 46,226 45,765

<△2.2> <△1.7> <△0.8> <△1.4> <△2.5>

(26,037) (25,606) (25,389) (25,041) (24,414)

注１：市債計上額及び市債依存度(市債計上額が一般会計歳入に占める割合)は当初予算数値です。

注２：市債残高は１８～２０年度が決算数値、２１年度が２月補正後予算見込み数値、２２年度が当初予算見込み

　　数値です。また、下段（　）書きは市税等で返す市債残高です。

注３：市街地開発事業費会計、埋立事業会計、高速鉄道事業会計の市債残高のうち、中期財政ビジョンで新たに

市税等で返す市債として整理した金額については、過年度にさかのぼって同様に整理しています。

注４：横浜市立大学に係る市債残高については、１７年度に一般会計で承継しました。本表については、過年度

　　にさかのぼって同様に整理しています。

(参考) （単位：億円、％）

14.0 14.1 14.0 13.7 13.8

1,825 1,878 1,904 1,881 1,873

692 700 683 646 647

617 682 723 737 754

515 496 498 498 472

注1：公債費は各年度当初予算で計上しています。

注2：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄と一致しない場合があります。

平成22年度

平成22年度

平成18年度

平成18年度

平成21年度

平成21年度

平成19年度

平成19年度

平成20年度

平成20年度

元 金 （ 償 還 金 ）

市 民 活 力 推 進 債

そ の 他

（ う ち 市 立 大 学 債 承 継 分 ）

資 源 循 環 債

市 債 依 存 度

市 債 残 高

減 債 基 金 積 立 金

（ 参 考 ） 全 会 計 市 債 残 高

うち市税等で償還する市債

うち市税等で償還する市債

主

な

内

訳

環 境 創 造 債

利 子 等

一 般 会 計 歳 出 に 占 め る
公 債 費 の 割 合

公 債 費

道 路 債

港 湾 債

教 育 債

ま ち づ く り 調 整 債

健 康 福 祉 債

市 債 計 上 額
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11　公営企業会計予算

（単位：百万円）

収 入 支 出 差 引 収 入 支 出 差 引

下 水 道 事 業 117,825 113,659 4,166 73,894 141,788 △ 67,894

埋 立 事 業 11,454 8,748 2,706 41,869 50,383 △ 8,514

水 道 事 業 86,292 81,282 5,010 13,511 38,799 △ 25,288

工 業 用 水 道 事 業 2,823 2,514 309 253 1,570 △ 1,317

自 動 車 事 業 21,645 21,189 455 1,973 4,118 △ 2,145

高 速 鉄 道 事 業 45,284 45,056 227 18,192 34,580 △ 16,388

病 院 事 業 25,224 28,014 △ 2,790 2,751 3,829 △ 1,078

合 計 310,546 300,462 10,083 152,444 275,066 △122,622

※単位未満を四捨五入しているため、合計欄及び差引欄と一致しない場合があります。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支
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12 中期計画重点事業の進ちょく状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 非常事態ともいうべき財政状況の中で、市民ニーズの変化などに対応していくために、

中期計画に定めた目標について、21 年度予算から、事業目標の全ての 100％達成にこだ

わることなく、柔軟な進ちょく管理を行っています。 

○ 22 年度予算案においても、社会経済状況やそれぞれの現場の声などを考慮して、既存

の制度や事業の転換・見直しに取り組み、事業の選択と集中を行い、中期計画における

重点事業の予算を計上しています。 

○ 22 年度は、中期計画の最終年度です。計画期間中の概算事業費に対する、中期計画重

点事業の計画期間 5 か年の合計額（18 年度～20 年度決算額及び 21、22 年度予算額の合

計）は、10,980 億円（対計画期間中の概算事業費の 103.0％）となっています。 

 

＜中期計画重点事業の進ちょく状況＞                           （単位：億円） 

重点政策 

計画期間中の 

概算事業費 

① 

22 年度 

予算 

② 

5 か年計 

（18～22 年度） 

③ 

事業費ベースで

の進ちょく状況 

③/① 

1 セーフティ都市戦略 1,452 211 1,190 82.0%

2 子ども未来戦略 791 157 753 95.2%

3 いきいき自立戦略 91 14 69 75.8%

4 駅力・地域力戦略 1,143 139 1,004 87.8%

5 横浜経済元気戦略 2,384 908 3,639 152.6%

6 ヨコハマ国際戦略 1,439 138 1,146 79.6%

7 環境行動都市戦略 1,385 168 1,053 76.0%

合計（一般会計） 8,685 1,735 8,853 101.9%

特別会計・企業会計 1,977 319 2,127 107.6%

全会計 10,662 2,054 10,980 103.0%

※各項目で四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。 
※中期計画全ての事業及び行財政改革の 22 年度進ちょく見込は、2月中旬の公表を予定しています。 
 詳しくは、都市経営局のホーム―ページ（http://www.city.yokohama.jp/me/keiei/seisaku/newplan/） 

または「横浜市中期計画」で検索してください。  

『横浜市中期計画』（平成 18 年 12 月策定） 

・「横浜市基本構想（長期ビジョン。期間は 2025 年頃までの概ね 20 年間を想定）」で示されて

いる都市像「市民力と創造力により新しい『横浜らしさ』を生み出す都市」を具体化するた

めの、5 か年の実施計画（計画期間：18 年度～22 年度） 
・5 か年で目指す姿や目標、これを実現するための重点的な施策・事業や行財政面での取組を

提示 
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13 中期財政見通し（一般会計） 
  

 

 

 

 

 

○ 一般財源収入の 8 割以上を占める市税のうち、法人市民税は、23 年度以降、企業収益の回

復傾向により一定の増収が見込まれますが、個人市民税については、個人所得の減少傾向が

続くことで、23 年度は更に減収になる見込です。 

○ そのため、２３年度の一般財源収入は、２２年度より若干の減となる見込で、引き続き、緊急

避難的な対応が必要な期間であると考えます。 

○ そこで、この試算では、２３年度の市債発行額は２２年度同額とし、市税収入の一定の回復

が見込まれる２４年度以降は、対前年度５％減の発行額とする前提で試算しました。 

○ 現時点で実施が見込まれている、個人市民税の扶養控除の一部廃止、子ども手当の全額

支給などを織り込んで算出しています。 

 

＜試算の考え方＞ 
１ 歳入見込み 
（１）市税 

22 年度収入見込額をもとに、過去の実績や今後の経済動向などを踏まえて試算。２３年度以降も

２１・２２年度同様に年間補正財源としての留保(３０億円)はできない前提で算出。 

（２）地方交付税 
普通交付税については、市税収入の動向にあわせて試算。23 年度は 22 年度同額、２４年度以降

は、市税収入の回復に伴い減少することを見込む。 

（３）市債  
23 年度の発行額については、緊急避難的な対応として、22 年度と同額で試算。24 年度以降は、

一般財源収入が回復し出すことが見込まれるため、対前年度発行額の▲５％減を前提に試算。 

（４）特定財源  
23 年度からは、子ども手当の全額支給開始に伴う国負担金の増を見込む。その他、生活保護費

の増加に連動した国費の増などを反映。 

２ 歳出見込み 
（１）人件費 

定年退職予定者数を積み上げて試算。 

（２）公債費 
過年度の市債発行実績及び試算に用いた発行額に基づき、元金償還額及び利払い額等を試

算。 

（３）扶助費、義務的な繰出金 
原則として新規事業等は見込まず、22 年度当初予算をベースに過去の実績等を踏まえ所要見

込額を試算。23 年度からは、子ども手当の全額支給が開始される前提で算出。 

（４）施設等整備費 
22 年度同額で試算。 

（５）行政運営経費 
22 年度同額で試算。 

＜試算の結果＞ 
  23 年度以降も、大幅な収入の増加は見込めず、危機的な財政状況が続きます。 

今回の試算では、各年度 180 億円～260 億円の収支不足が見込まれる結果となってお
り、更に徹底した無駄の削減や義務的経費を含めた抜本的な見直しが不可欠です。 



（単位：億円）

平成21年度
予算

平成22年度
予算案

平成23年度
推計

平成24年度
推計

平成25年度
推計

　歳　入 13,720 13,610 14,420 14,600 14,650

　一般財源 8,360 7,970 7,960 8,020 8,070

7,260 6,870 6,860 6,940 7,040

10 110 110 60 10

　うち普通交付税 0 100 100 50 0

　その他（県税交付金等） 1,090 990 990 1,020 1,020

1,150 1,280 1,280 1,210 1,150

　特定財源 4,210 4,360 5,180 5,370 5,430

13,720 13,610 14,600 14,820 14,910

　人件費 2,100 2,030 2,060 2,000 2,000

　うち退職手当 260 230 250 200 200

　公債費 1,880 1,870 1,880 1,890 1,860

　扶助費 2,730 3,480 4,360 4,590 4,680

　義務的な繰出金 1,520 1,470 1,540 1,580 1,610

　施設等整備費 2,030 1,670 1,670 1,670 1,670

　行政運営経費・任意的な繰出金 3,460 3,090 3,090 3,090 3,090

0 0 ▲ 180 ▲ 220 ▲ 260

▲ 530参考：22年度予算編成時(21年10月)
の歳入歳出差引額の見込

　歳　出

　差引　：　歳入-歳出

　市債

　市税
＊21・22年度については留保財源なし
　23年度以降も留保はできない前提で試算

　地方交付税

 81



82 

市会事務局

【旧名称】

議会局

【新名称】

行政運営調整局

市民活力推進局

まちづくり調整局

安全管理局

建築局

消防局

総務局

市民局

 14 現場目線に立った効率的・効果的な執行体制の構築 

 

 

 

 

 

 

≪局名称の変更≫ 

 市民のみなさまへのわかりやすさの観点から、４つの局の名称を変更し、市民サービスの一層の向上を図

ります。また、横浜市会に置く事務局の名称についても、議会の政策形成機能などの補佐を強化する等の観

点から、議会局に変更します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪22 年度の組織機構改革≫ 

 主な取組 

ＡＰＥＣ・創造都市 

事業本部の設置 

《都市経営局》 

開港 150 周年記念事業の収束及び 2010 年日本 APEC 横浜開催を踏まえ、

「開港 150 周年・創造都市事業本部」を「APEC・創造都市事業本部」に改組

し、「APEC 開催推進部」「APEC 開催推進課」を設置します。また、23 年度

開催予定のトリエンナーレの開催準備に向け、体制の充実・強化を図ります。 

都市経営局 新たな中期的計画の策定に向け、政策課に「財政・運営担当」を配置します。

総務局 

(旧行政運営調整局) 

未収債権のさらなる徴収促進のため、歳入確保強化担当の充実・強化を図りま

す。 

市民局 

(旧市民活力推進局) 

市民主体の地域運営について、より議論を深め、具体的に推進していくため、

市民協働推進部に「地域支援担当」を配置します。また、市民活動に関する具体

的な支援、市及び各区の市民活動支援センターの支援等を行うため、「協働推進

課」を「市民活動支援課」に名称変更します。 

「市政運営の基本的な考え方」を踏まえ、危機的な財政状況の中で、行政運営コストを一層削減する

観点から、簡素で効率的な組織を構築するとともに、新たな環境変化や社会的要請を考慮し、現場目線

に立った効果的な執行体制を目指します。 
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区役所 

こども青少年局 

保育所待機児童の解消に向け、こども青少年局子育て支援部に「緊急保育対策

担当」を配置します。また、５区に「こども青少年局子育て支援部子育て支援課

緊急保育対策担当係長」を兼務配置します。 

健康福祉局 

産科・小児医療、救急医療体制の充実のため、医療政策課に「担当係長」を配

置します。 

健康危機発生時に迅速に対応できるよう、衛生研究所の再整備を円滑に進める

ため、企画課に「衛生研究所再整備担当」を配置します。 

環境創造局 

下水道事業会計などの経営に関する課題に対応するため、「経営担当部長」を

配置します。また、「金沢水再生センター」を「南部下水道センター」に名称変

更するとともに、「北部第二水再生センター」を「北部汚泥資源化センター」と

管理統合し、「北部下水道センター」に再編します。 

資源循環局 

市民から見てもわかりやすい組織機構とするため、「３Ｒ推進部」「適正処理

部」を「家庭系対策部」「事業系対策部」「適正処理計画部」へ再編します。ま

た、ごみ量の減少等を背景として、「保土ケ谷工場」を一時休止します。 

経済観光局 

所掌事務をより明確にするため、「政策専任部長」を廃止し「成長戦略推進部」

「企業経営支援部」「市民経済労働部」を設置します。企業誘致の強化を図るた

め、「誘致担当課長」「国際経済担当課長」を配置します。また、業務内容を表

したわかりやすい名称とするため「横浜プロモーション担当理事」を「観光コン

ベンション担当理事」へ名称変更し、観光とコンベンションの強化を図るため、

「観光交流推進課」を「観光振興課」「コンベンション振興課」に再編します。

建築局 

(旧まちづくり調整局) 

業務内容を表したわかりやすい名称とするため、「調査課」「企画管理課」を

それぞれ「法務課」「営繕企画課」に名称変更します。 

都市整備局 

戸塚駅西口第１地区市街地再開発事業と戸塚駅前地区中央土地区画整理事業に

ついて、一体的な街づくりを進めていくため、「戸塚駅周辺再開発事務所」と「戸

塚中央区画整理事務所」を統合し、「戸塚駅周辺開発事務所」を設置します。 

港湾局 

横浜港の国際競争力強化を図るため、「市民の港」と「物流の港」との所掌事

務を整理し、専門性を高め、機能強化を図ります。また港湾地区の都市基盤整備

等の計画策定のため「技術担当部長」「再整備担当課長」を「計画担当部長」「計

画担当課長」に名称変更し、事業の推進を図ります。 

消防局 

(旧安全管理局) 

危機管理機能の強化を図るため、現行の組織体制を見直す中で、「局次長」を

廃止し、「危機管理担当理事」を配置します。その他、「横浜市民防災センター」

を予防部に位置づけることで、予防業務を一体的に推進していきます。 
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教育委員会事務局 

横浜の公教育の「質の向上」を図るため、より教育の現場に近いところで、的

確、迅速できめ細かく学校を支援できるように、４方面に「学校教育事務所」を

設置します。 

また、学校の計画的な施設整備と維持保全を実施し、安全な教育環境を維持す

るため「施設部」を設置します。 

議会局 

(旧市会事務局) 

議会の政策形成機能などの補佐を強化していくため、「政策調査担当部長」を配

置します。また、局内全般の業務を統括し局長を補佐する職として「副局長」（市

会事務部長を兼務）を新設します。 

水道局 
人事及び人材育成に関する施策の強化を図るため「人事部」を設置します。ま

た、収益を確保する体制を強化するため、「事業推進部」を設置します。 

交通局 
広告事業の積極的展開や保有資産の有効活用など増収対策を強化するため、経

営部の機能を見直し「営業推進本部」を設置します。 

その他 

新たな中期的計画の策定を進める 22 年度は、戦略企画官が果たしてきた中長

期的な政策形成等の機能を各区局の企画担当課が担うこととし、戦略企画官、戦

略企画官補を廃止します。 

 

 

≪22 年度の職員定数見直し≫ 

 

 増員 減員 差引増減 

職員定数変更数 518 人 ▲721 人 ▲203 人 

 

■主な減要素 

                                   （単位：人） 

 主な取組 

民営化・委託化等の推進 
 

 

 

家庭系ごみ収集体制等の見直し 

学校給食調理業務の委託拡大 

山内図書館の指定管理者導入 

▲ 106

▲    62

▲    13

非常勤職員等の活用 保育所における非常勤職員の活用（保育所技能員） ▲    11

業務の効率化 

事務事業の廃止・縮小 

保土ケ谷工場の休止に伴う執行体制の見直し 

学校用務員の職員配置の見直し 

教育委員会事務局の再編成 

開港 150 周年記念事業及び関連イベント等の収束 

▲    65

▲    41

▲    22

▲    27

公営企業の経営効率化 

 

水道事業における組織の簡素化など 

交通事業における駅務管理所の執行体制の見直しなど 

 

▲ 143

▲    41
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※ （　）内の％は、対前年度削減率

237

151

266
221

379
323 303

373

518

318

△631

△721

△891

△1,035

△788

△674

△481

△1,345

△751

△856

△203

△518

△328△351

△538
△637

△1,108

△814

△485

△102

26,584

34,064
33,713

33,385
32,867

29,261
28,447

27,962
27,325

26,787

△1,500

△1,000

△500

0

500

1,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

増 減 差引 職員定数

（人）

(△0.30%)

(△1.03%) (△0.97%)

(△2.78%)

(△1.97%)

（人）

△3,843

△3,606
(△11.0%)

△4,000

(△1.55%)
(△1.70%)

0

△4,000

(△2.28%)

(△0.76%)

■主な増要素 

                                   （単位：人） 

「市政運営の基本的な 

考え方」における 

「５つの方向性」 

 

主な取組 

市民の暮らしの充実 学校現場の支援体制の強化 

    学校教育事務所(４方面)の設置等      

    指導主事等の配置 

 

市民病院の救急医療体制の強化 

保育所待機児童解消に向けた対応 

産科・小児医療、救急医療体制の整備に向けた対応 

106

72 

34 

 

24

10

2

現場目線でぬくもりのあ

る行政サービスの充実 

生活保護世帯の増加への対応 

区役所の機能強化 

「将来にわたるあんしん施策」への対応 

96

17

２

環境問題への更なる取組 保土ケ谷工場休止後の安定処理に向けた対応 

横浜みどりアップ計画の推進 

17

10

国際都市化の一層の推進、 

経済の活性化 

ＡＰＥＣ開催に向けた対応 

戦略的な企業誘致に向けた対応 

トリエンナーレ開催に向けた対応 

40

4

3

財政再建 歳入確保強化に向けた対応 

 

5

その他課題への対応 長期休業者等の代替 

新たな中期的計画の策定 

50

5

 

【資料】過去 10 年の職員定数増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15　市民１人あたり予算の使いみち(一般会計)

◆人口   3,672,789人（H22.1.1現在）

百万円 円

福祉・保健・医療に 健康福祉、病院経営 352,620    96,009  (26.0%)

子育て・教育に こども青少年、教育 290,207    79,015  (21.3%)

市民活動や
区行政の運営に

市民活力推進 47,182     12,847  (3.5%)

安全な街に 安全管理 40,971     11,155  (3.0%)

地球温暖化対策や
水・緑の保全に

地球温暖化対策、
環境創造 121,146    32,985  (8.9%)

ごみの処理や
減量・リサイクルに

資源循環 53,378     14,533  (3.9%)

道路・住宅・
計画的な街づくりに

まちづくり調整、
都市整備、道路 155,038    42,213  (11.4%)

横浜の魅力づくりや
経済の発展に

開港150周年、
経済観光、港湾 141,258    38,461  (10.4%)

行政の運営に
行政運営調整、
都市経営、市会など 130,993    35,666  (9.6%)

地下鉄・バス・
水道事業に

交通・水道 27,558     7,503   (2.0%)

合　　　　　　計 1,360,351 370,387 (100.0%)

関連部局分野別 平成22年度予算 市民1人あたり予算

注１：予算額には、それぞれの事業の財源として過去に発行した市債の返済額を含みます。
注２：（　　）内は構成比を示します。
注３：「地下鉄・バス・水道事業に」は、行政運営調整局から企業会計への繰出金です。
注４：各項目で単位未満を四捨五入しているため、合計欄と一致しない場合があります。

市民1人あたり合計額
370,387円

子育て・教育に
79,015円
(21.3%)

市民活動や
区行政の運営に

12,847円
(3.5%)

安全な街に
11,155円
(3.0%)

道路・住宅・
計画的な街づくりに

42,213円
(11.4%)

地球温暖化対策や
水・緑の保全に

32,985円
(8.9%)

ごみの処理や
減量・リサイクルに

14,533円
(3.9%)

行政の運営に
35,666円
(9.6%)

横浜の魅力づくりや
経済の発展に

38,461円
(10.4%)

地下鉄・バス・
水道事業に
7,503円
(2.0%) 福祉・保健・医療に

96,009円
(26.0%)
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16  完成予定施設等の一覧

公 園

中

23.3

23.1・

青 葉 台 消 防 出 張 所 （ 仮 称 ）

青葉

瀬谷区精神障害者生活支援センター
（仮称）

あ か ね 台 中 学 校

22.9

鶴 見 中 央

日 野 南

22.9

日野南

鶴見 鶴見中央・

・

コミュニティハウス

港南

地 域 ケ ア プ ラ ザ

磯子上笹下（仮称）

・旭

鶴 見 区 区 民 文 化 セ ン タ ー

完成予定
年月

施   設   名 所   在   地

23.1

・二ツ橋町

23.2

青 葉 台 青葉

23.3二 ツ 橋 第 二 瀬谷

青葉台二丁目

氷取沢町

太尾町

・あかね台二丁目

23.3

23.3

今宿西町今 宿 西

・

23.3

青 葉 区 障 害 者 地 域 活 動 ホ ー ム
青葉 ・青葉台二丁目 23.1

（仮称）

瀬谷 ・二ツ橋町

青葉台一丁目青葉 ・

（仮称）矢沢小学校跡地公園 栄 ・

菊 名 桜 山 公 園 港北 ・

本 牧 山 頂 公 園 ・

太 尾 南 公 園 港北 ・

桂台南二丁目

本牧荒井 23.3

23.3

23.3菊名三丁目

鶴見 ・鶴見中央 22.9

   87
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17 監査委員からの改善要望・意見への対応 

監査委員からの改善要望などで、22 年度予算案に影響のある主なものは以下のとお

りです。              

           （単位：百万円） 

改善要望など 対応内容 見直し効果額

本市所有建物の火災などに備えた災害共済保

険加入の必要性について、検討する必要があ

ること 

＜行政運営調整局＞ 

建物火災保険については、廃止

しました。 
22

税務に携わる人材育成を外部委託することに

ついては、必要最小限に止めることで、費用

対効果を考慮した運用が望まれること 

＜行政運営調整局＞ 

職員で対応可能な部分は、職員

が対応することとし、外部委託

等については必要最小限に止

めました。 

3

福祉保健活動拠点の夜間の利用実態を十分に

踏まえて、拠点ごとに実情にあった運営時間

となるよう検討する必要があること 

＜健康福祉局＞ 

稼働率が特に低い夜間（日曜及

び祝日のみ）の時間帯を閉館と

することにより、予算を削減し

ました。（現在、関係規則改正

に向け手続き中です） 

2

介護予防事業の実施にあたり、国の補助制度

を活用できる場合については、積極的な国費

導入が望まれること 

＜健康福祉局＞ 

国費・県費などを導入するこ

とにより、本市負担額を軽減し

ました。  

25

子どもを対象とした緑の体験学習事業につい

ては、廃止を含めて事業のあり方を検討する

必要があること 

＜環境創造局＞ 

事業を廃止しました。 2

市民農業大学講座の開催について、経済的な

観点からの検討が求められること 

＜環境創造局＞ 

経費を節減するとともに、講座

受講料を見直しすることによ

り、市費負担を行わずに事業を

実施できるようにしました。 

1

資源化に係る環境負荷などの調査について

は、組織のノウハウを活用した事業執行が望

まれること 

＜資源循環局＞ 

外部委託での調査を実施しな

いこととし、予算計上を見合わ

せました。 

2

施設・設備が老朽化していることから、スカ

イウォークの今後のあり方について検討する

こと 

＜道路局＞ 

利用者の減少により赤字運営

が続いていたスカイウォーク

を、22 年度後半から休止（閉

鎖）（年度前半は土・日・祝日

等のみ営業）することにしまし

た。 

41

地域防災のリーダーとなった人材を活用し

て、防災資機材を取り扱える地域住民を増や

す仕組みなどを検討する必要があること 

＜安全管理局＞ 

事業の見直しを行うことによ

り、予算を削減しました。 
1
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